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令 和 ５ 年 ６ 月 1 4 日 （ 水 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（39名）

（ ）１番 下 沖 篤 史 新 生 会

（ ）２番 齊 藤 了 介 志 誠 会

（ ）３番 黒 岩 保 雄 緑 風 会

（ ）４番 永 山 敏 郎 県 民 連 合 立 憲

（ ）５番 今 村 光 雄 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）６番 工 藤 隆 久 同

（ ）７番 川 添 博 宮崎県議会自由民主党

（ ）８番 荒 神 稔 同

（ ）９番 福 田 新 一 同

（ ）10番 本 田 利 弘 同

（ ）11番 山 内 同いっとく

（ ）12番 山 口 俊 樹 同

（ ）13番 濵 砂 守 同

（ ）14番 内 田 理 佐 み や ざ き 未 来 の 会

（ ）15番 脇 谷 のりこ 親 和 会

（ ）16番 松 本 哲 也 県 民 連 合 立 憲

（ ）17番 山 内 佳菜子 同

（ ）18番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）19番 西 村 賢 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 二 見 康 之 同

（ ）21番 後 藤 哲 朗 同

（ ）22番 山 下 寿 同

（ ）23番 野 﨑 幸 士 同

（ ）24番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）25番 安 田 厚 生 同

（ ）26番 日 髙 利 夫 同

（ ）27番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（日本共産党宮崎県議会議員団）28番 前屋敷 恵 美

（ ）29番 井 本 英 雄 自 民 党 同 志 会

（ ）30番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 立 憲

（ ）31番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 武 田 浩 一 同

（ ）34番 山 下 博 三 同

（ ）35番 日 髙 陽 一 同

（ ）36番 丸 山 裕次郎 同

（ ）37番 中 野 一 則 同

（ ）38番 外 山 衛 同

（ ）39番 日 高 博 之 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 重黒木 清

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危 機 管 理 統 括 監 横 山 直 樹

福 祉 保 健 部 長 川 北 正 文

環 境 森 林 部 長 殿 所 大 明

商工観光労働部長 丸 山 裕太郎

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

県 土 整 備 部 長 原 口 耕 治

会 計 管 理 者 長 倉 佐知子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 村 久 人

総務部参事兼財政課長 高 妻 克 明

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 山 本 将 之

監 査 事 務 局 長 米 良 勝 也

人事委員会事務局長 田 村 伸 夫

事務局職員出席者

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 福 島 久 大

政 策 調 査 課 長 牧 浩 一

議 事 課 長 補 佐 佐 藤 亮 子

議 事 担 当 主 幹 弓 削 知 宏

議 事 課 主 任 主 事 上 園 祐 也

議 事 課 主 任 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○濵砂 守議長

す。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、坂口博美議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○坂口博美議員

ざいます。ただいまから一般質問を行います。

来年から新１万円札の顔となる渋沢栄一であ

りますが、江戸末期の幕臣でありました渋沢

は、江戸時代が終わって間もない明治２年に、

新政府より大蔵省出仕の命を受けることとなり

ます。

そのとき、渋沢は、その命を断るつもりで、

実質的なトップとして大蔵省を取り仕切ってい

た大隈重信との面談に出向きました。

しかしながら、大隈は、出仕を断るとする渋

沢の考え方を「そのような発想は消極的だ」と

して、「出資の命を受け、新しい日本国の建設

に従事することの意義は、はるかに大である」

と言って渋沢を説得し、その決断を翻させたこ

とは、広く国民の知るところであります。

歴史に「もしも」を思うべきではないと考え

ますが、あえてここで、「もしもそのときの渋

沢に大隈との出会いがなかったならば」と考え

るとき、その後の渋沢はどのような道をたどっ

ていたのであろうか。そして、その結果、渋沢

は１万円札の顔となり得たのであろうか。この

ような空事に私は今、思いをいたしているとこ

ろであります。

さて、その大隈重信でありますが、大隈とは

どのような人物かと問われたとき、まず返って

くるのは、早稲田大学の創始者でありましょう

か。それとも、総理大臣を２度務めた人であり

ましょうか。さらには、我が国で初めて政党内

閣を組織した政治家との答えでありましょう

か。さにあらず、太陽暦の導入であり、あるい

は鉄道の敷設であり、または郵便制度の整備な

どなど、近代日本の基礎づくりをなした人とな

るのでありましょうか。

このような大隈でありますが、私がこの際、

特に高く評価したいことの一つに、明治14年の

統計院創設があります。そして、その統計院設

置に際しての建議書に、大隈は次のように記し

ております。その一部を読み上げます。

「現在の国勢を詳明せざれば、政府則ち施政

の便を失う。過去施政の結果を鑑照せざれば、

政府其の政策の利弊を知るに由なし。故に、現

在の国勢を詳明し、過去施政の結果を鑑照する

には、是れ政府に在て欠くべからざるの務な

り。而て、今日全国耕地荒地の幅員如何、各地

の土質地味如何、人民所用の舟車牛馬の数如

何、貨物運輸の便否如何、罪犯囚徒の消長如

何、其の他現在の国勢を一目に明瞭ならしむる

者は統計に若くは莫し。又、現在の国勢を以て

之を既往に比較し、過去施政の得失を證明する

者は亦た統計に若くはなし」とあり、その後も

続いております。

つまり、政府は、政策のよしあしを判断する

ためには、現在の国の情勢を明らかにし、過去

の施策の結果と比較してみる必要があるとし

て、統計データの必要性がいかに大なるかを表

現しております。

そしてまた、私自身も、事の評価に際して

は、客観的な判断根拠は不可欠な必要条件との

考え方を常としており、そのようなことから、

令和５年６月14日(水)
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令和５年６月14日(水)

県が今議会に提案なされた各種計画や予算・事

業は、統計データに基づき検討されたものか否

かが大変気になるところでもあります。

ところで知事は、さきの選挙において「宮崎

再生」を御旗に掲げ、東国原氏との激戦を僅差

ながら何とか勝利されました。

３期12年間の実績を持っての選挙でありなが

ら、県民を二分しての勝ち負けに至ってしまっ

たことを知事はどう考えられ、それを踏まえて

４期目のかじをどのような姿勢で取っていかれ

るおつもりかお聞かせください。

そしてこの際、知事の言われるコロナからの

宮崎再生に関し、まずコロナにより宮崎県がど

のような状況へ至ったと判断されているのか、

そしてその宮崎について、これから建設すべき

姿をどう描かれているのか、知事にお尋ねいた

します。

そしてここで、近々本県副知事を辞されるこ

とになった永山副知事に２点伺います。

まず、１点目であります。

永山副知事には、就任されてからこれまで、

本県の発展のため献身的な御尽力を賜りまし

た。感謝に堪えないところであります。

さて、今回本県を去られることとなったわけ

でありますが、約３年にわたる在任期間を経

て、今の宮崎について何を思われるか。そして

また、今後の宮崎に対しては、何を御教示いた

だけるかお尋ねいたします。

２点目であります。

永山副知事には、内田、鎌原両副知事に続い

て、県政全般にわたっての御尽力はもちろんで

ありますが、とりわけ本県の県土づくりについ

て、特段の御苦労を賜り、特筆すべき成果を積

み上げてきてくださいました。

私自身も、公的社会資本の整備につきまして

は、積極的に進めるべきだとの考え方を有して

おり、特に強靱な県土づくりに関しては、私ど

もが責任を持って取り組むべき後世への責務で

あると信ずる一人であります。

さて、近年、我が国における大雨や強風によ

る甚大な被害は、もはや異常というより通常あ

るいは常在と考える頻度で発生しております。

つい先日も、台風第２号の動きに県民の多くが

神経をとがらせたところであります。そしてま

た、本県では、将来的に高い確率で南海トラフ

地震の発生が予測されており、これについて

は、大きな犠牲や甚大な被害予測が専門家から

示されているところでもあります。

そういった理由からして、そのことを知りつ

つ現在を生きている私たちにとって、その対策

を講じておくことは、決して避けてはならない

将来への責任であり、義務であります。

そのような理念に立つとき、将来、発生が予

測される大規模な自然災害による被害に備える

ための事業である、防災・減災、国土強靱化事

業は、今を生きる私どもの利便性向上を目的と

する公共事業とは全く性格の異なるものである

と考えます。

それらの視点から、私は、防災・減災、国土

強靱化事業については、現在の５か年加速化対

策を着実に実施するとともに、終了後も新たな

計画に基づき、中長期的な視点の下、継続的か

つ安定的に強靱な国土づくりに取り組むことが

できるよう、必要な予算・財源を別枠で確保す

べきと考えます。御見解を永山副知事に伺いま

す。

以上で壇上の質問を終わり、あとは質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。
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令和５年６月14日(水)

これまでの３期12年の間、ひたすら本県の発

展を目指し、誠心誠意県政運営に取り組んでま

いりました。その結果、県民の皆様から４期目

の負託をいただきましたことは、誠に光栄に受

け止めており、その重責に改めて身の引き締ま

る思いがしております。

多くの方からこれまでの県政に対する一定の

評価をいただく中で、御指摘にありました昨年

末の知事選挙は極めて厳しい戦いとなり、その

結果を真摯に受け止めているところでありま

す。

コロナ禍等に伴う閉塞感がある中で、これま

でと違う新たな取組への期待や、将来に希望の

持てる県にしてほしいといった、こうした投票

行動の背景にある県民のメッセージに、しっか

りと向き合う必要があると受け止めておりま

す。

本県は今、人口減少が急速に進む中で、長引

くコロナ禍により、県民所得、県内総生産も低

迷し、加えて原油・物価高騰、さらには昨年の

台風第14号災害などにより、県民の暮らしや地

域経済は大きな影響を受け、百年に一度とも言

われる難局に直面しております。

何としてもこうした困難な状況を一刻も早く

克服し、本県を再び元の成長軌道へと戻し、さ

らに次のステージに飛躍させるとともに、その

先に誰もが安心して暮らすことができ、楽しさ

や幸せを実感できる、安心と希望あふれる宮崎

県の実現を目指してまいります。

４期目のこれからの４年間、宮崎の未来を方

向づける上で極めて重要な期間になるものと考

えております。世界経済がコロナ禍からの回復

を目指す中で、ウクライナへの軍事侵攻に伴

い、不安定、また不透明さを増しております。

そして、我が国においては、少子化反転のラス

トチャンスとも言われるような、極めて重要な

時期を迎えます。

先行きが不透明な厳しい現在の状況下にあっ

ても、夢や希望、未来を語り、そこへ県民を導

いていくために、明確なビジョンと道筋を示

し、力強く実行していくことが、知事である私

に課せられた使命であると考えております。強

い気概と覚悟を持って、県民の総力を結集しな

がら確実に結果を出してまいります。以上であ

ります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○副知事（永山寛理君）

す。

まず、宮崎に対する思いであります。

私は、令和２年７月に着任してから約３年

間、国とのパイプ役はもちろん、各種インフラ

の整備や産業振興、防災・減災対策など、私に

課せられた役割を果たすため、これまで培って

きた知識や経験、ネットワークを生かしなが

ら、日隈副知事とともに知事を全力で支えつ

つ、徹底した現場主義の下、宮崎の発展に尽く

す思いで駆け抜けてまいりました。

この間、まさにコロナ禍のただ中ではござい

ましたが、高速道路網の整備促進をはじめ、和

牛能力共進会での４大会連続の内閣総理大臣賞

獲得、屋外型トレーニングセンターに係る国の

交付金獲得など、県議会や市町村、関係団体の

皆様とのこれまでの取組の成果が目に見えて現

れてきたことをとてもうれしく思いますととも

に、私も微力ながらその一端を担うことがで

き、大変光栄に思っております。

仕事以外にも、県議会の皆様をはじめ、県内

各地の多くの方々と親しくお付き合いをさせて

いただくとともに、宮崎ならではの神社巡りや

神楽体験、さらには、沖縄出身者として宮崎と

沖縄の歴史的なつながりを踏まえた交流などに
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令和５年６月14日(水)

取り組み、振り返れば、あっという間のとても

充実した３年間でございました。

本県は、豊かな食やすばらしい自然美、温か

い県民性など、多くの魅力やポテンシャルにあ

ふれております。この全国に誇る強みを最大限

に生かし、さらなる飛躍につなげていくために

は、何より交通基盤など必要なインフラ整備を

着実に進めるとともに、これまで以上に国内外

に向けた積極的な情報発信に取り組んでいく必

要があると考えております。

私は近く宮崎を離れるかもしれませんが、ど

こにいようとも宮崎の熱烈応援団として、これ

までの御恩返しをする気持ちで、宮崎の発展の

ために貢献してまいりたいと考えております。

次に、国土強靱化予算の確保についてであり

ます。

議員御指摘のとおり、国土強靱化は、災害を

防ぐことにとどまらず、南海トラフ地震など遠

くない将来に発生する可能性のある大規模災害

に備えるため、未来の世代への責任を持って取

り組むべきであるという認識の下、様々な機会

を通じて、国土強靱化に必要な予算・財源を通

常予算とは別枠で確保することが必要であると

訴えてまいりました。

また、昨年の台風第14号においても、依然甚

大な被害が発生するなど、国土強靱化対策の継

続的・安定的な推進は、自然災害リスクの高い

本県において大変重要であると、改めて認識し

たところでございます。

このような中、今国会で本日にも可決・成立

予定の国土強靱化基本法改正案では、国土強靱

化に関する施策を計画的かつ着実に推進するた

めに、新たに実施中期計画が位置づけられてお

り、５か年加速化対策後も明確な見通しの下で

対策が進められているものと期待しておりま

す。

私としましては、これまで培ってきた経験や

人脈を最大限生かし、将来にわたって県民の命

と暮らしを守ることとなる国土強靱化予算の確

保に向けて、最後まで自らの職責を果たし、ま

た今後、立場が変わっても、何らかの形で貢献

できればと考えております。以上であります。

〔降壇〕

宮崎を離れられても、応援団○坂口博美議員

というか、自分のふるさとそのものだと、常に

心は宮崎だという気持ちで、ぜひ宮崎を支えて

いただきたいと思います。どうぞよろしくお願

いします。

また、これは副知事の先輩にも当たられるん

ですけれども、国交省事務次官でありました谷

口博昭さん、この方が当時会長を務めておられ

た土木学会が、昨年６月に「Ｂｅｙｏｎｄコロ

ナの日本創生と土木のビッグピクチャー～人々

のＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇと持続可能な社会に向

けて～」という提言書を公表しております。

そして、その前文にはこうあります。

大きな変化と国難ともいえる危機に多くの

国民が協調して立ち向かうためには、ビッグ

ピクチャー、いわゆる全体像を示し、共有す

ることが重要なポイントと考えています。そ

して、そのビッグピクチャーでは、現状の

種々の制約に縛られず、未来志向で、従来か

らの価値観の転換を図り、時代の変化に適応

することが求められます。例えば、これまで

の「経済効率性を重視した社会」でなくＷｅ

ｌｌ－ｂｅｉｎｇ社会、つまり「持続可能

で、誰もが、どこでも、安心して、快適に暮

らし続けることができる社会」を目指すこと

といったことが挙げられます。

と続いております。
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ところで県は、今議会に新たなアクションプ

ランを提案されましたが、この土木学会の提言

は、知事の４期目の県政運営、そして今後、県

が取り組むべき施策に対し、まさしく県民が強

く求めていることそのものではないでしょう

か。私は、このことを念頭に、知事の政治姿勢

や県が抱える課題について、ビジョンや方針を

お聞かせいただきたく、今回この席に立ってい

るところであります。

以上を申し上げて、以下質問を続けてまいり

ます。

まず、政治姿勢についてでありますが、今、

知事は、選挙結果を真摯に受け止めると、そし

てまた、常に県民と一緒に心はあるんだと、そ

ういった姿勢で今後取り組んでいくということ

をお答えいただきました。先ほども申し上げま

したように、まさにそのとおりで、今回の選挙

は、半数近くが相手候補に投票するという大接

戦であったわけであります。ぜひこれを真摯に

受け止め、県民の思いにしっかりと寄り添って

いただきたいと思います。

この知事選において元職は、日豊本線を生か

したミニ新幹線構想を打ち出しました。私個人

としては、財源の裏づけや採算性などから全く

の空論と思いましたが、しかしその一方で、あ

の選挙結果を見るとき、元職が本県の未来に閉

塞感を持つ県民に対し、大きな夢と希望を与え

たのは事実であり、指導者の政治姿勢の在り方

として、そこには大きく学ばれるべきだと信じ

ております。

さて、知事が今般、再生が必要であると分析

された本県でありますが、大変厳しい状況に置

かれている県民に対し、新アクションプランに

おいて、将来の宮崎に期待できる夢や希望をど

こに見いださせようとされているのか、知事に

伺います。

私は、さきの選挙で県○知事（河野俊嗣君）

内各地をくまなく回る中で、多くの県民の皆様

からいただいた「将来に向けて希望の持てる県

にしてほしい」という強い期待にしっかりと応

えていくことが知事としての使命であると考え

ております。

長引くコロナ禍や物価高騰をはじめ、自然災

害の頻発化など、先行き不透明な中にあって、

まずは県民の皆様が安心して暮らせる社会づく

りに最優先に取り組んでまいります。

その上で、県民誰もが楽しさや幸せを実感で

き、活力ある社会を実現していくために、本県

の強みをさらに伸ばし、課題の克服につなげて

いく取組とともに、中長期的な視点に立って、

新たな夢や希望につながる種をまいていくこと

も重要であると認識しております。

このため、新たなアクションプランにおきま

しては、安心と希望ある未来へと飛躍するため

の礎づくりに向けて、「希望ある未来への挑

戦」を柱に掲げております。

再生可能エネルギーによる脱炭素の地域づく

りや、デジタル技術を活用したスマートシ

ティーの推進、さらには自動走行車などの次世

代モビリティー等の未来技術の実証など、チャ

レンジ性の高い未来志向の施策にも果敢に挑戦

してまいります。

さらには、宮崎の未来創造への第一歩を踏み

出すため、特命チームを発足させまして、「３

つの日本一挑戦プロジェクト」を立ち上げたと

ころであります。全国に誇る本県の強みを生か

していく、またさらに伸ばしていく観点から、

「子ども・若者」「グリーン成長」「スポーツ

観光」、この３つの分野で新しい価値創造にも

取り組むなど、県民の皆様に夢や希望を与え、
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本県を新たな成長軌道に乗せられるよう、しっ

かりと取り組んでまいります。

ぜひ強みを生かすと同時に、○坂口博美議員

また弱い点もチェックしながら、しっかり底上

げをしていただきたいと思います。

さて、今回の肉付け予算を見てみますと、全

方位型の気配り、目配りが感じ取れる一方で、

総花的な感があります。全体への目配りや不毛

の投資の回避はもちろん大切でありますが、あ

なた自身が、再生が必要とまで判断せざるを得

ないところにまで追い込まれた本県を、県民総

力で立て直していこうとされるとき、そのエネ

ルギーを結集するがための求心力となり得るの

は、県民が夢や希望を持つことができる将来像

であろうと思います。

それがゆえ、今回の肉づけ作業に際しては、

あれもこれもではなく、しっかりとした状況分

析に基づき、その対象を、本県の未来を確かな

ものとしていくために、真に必要な施策に特化

すべきであったと思います。

大変厳しかった選挙結果を顧みるならば、知

事選を経て河野さんは変わったと県民が思える

ような、新しい河野カラーを前面に出した予算

の編成が待たれていたのではないでしょうか。

限られた財源の中での宮崎再生に向けた予算

編成にどう取り組まれたのか、知事に伺いま

す。

この肉付け予算は、直○知事（河野俊嗣君）

面する困難からの再生と本県の未来創造に取り

組むという強い決意の下、「宮崎再生・創造予

算」と名づけまして、宮崎の再生と未来創造に

重点を絞って編成いたしました。

まず、「宮崎再生」について申し上げます

と、物価高騰等の影響を強く受ける生活者をは

じめ、価格転嫁が困難な１次産業や小規模・零

細事業者に寄り添う即効性のある施策を講じる

など、いち早く元の成長軌道に戻すことに全速

力で取り組んでまいります。

次に、「未来創造」につきましては、県民の

皆様からの「将来に希望を持てる県に」という

強い期待を受けて、本県の強みを生かした「３

つの日本一挑戦プロジェクト」を掲げて、「子

ども・若者」「グリーン成長」「スポーツ観

光」の分野で、その先駆けとなる事業に取り組

んだところであります。ここでは、困難を抱え

る方の希望を応援する高等特別支援学校の整備

や不妊治療費の支援を行う事業なども計上して

いるところであります。

この３つのプロジェクトは、できるだけ早い

時期に目指す姿や取組の内容を具体的にお示し

し、今後のさらなる補正予算や来年度の当初予

算に反映させてまいります。

この３つのプロジェクトは、○坂口博美議員

確かにちょっと弱かった点かなと思いますの

で、全力で、しかもスピード感を持って実行し

ていただきたい、それをお願いしておきます。

新型コロナが感染症法上５類に移行されたこ

とで、これまでの国からの手厚い財政措置が今

後は徐々に抑えられることとなります。

しかしながら、今もなお新型コロナが消滅し

たわけではなく、今後は第９波や新たな感染症

出現への備えも必要なわけでありますが、これ

までの知見を踏まえ、財政面、医療面、それぞ

れどのように対応していかれるおつもりなの

か、知事に伺います。

御指摘のとおり、新型○知事（河野俊嗣君）

コロナ第９波も懸念されているところでありま

して、引き続き感染状況を注視しながら、きめ

細かな情報提供、注意喚起を行いますととも

に、特に重症化リスクの高い高齢者等への対応
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として、施設への集中的検査やワクチンの接種

勧奨等を行ってまいります。

また、病原性が大きく異なる変異株が出現し

た場合には、国の方針も踏まえながら対策を強

化するなど、適切に対応してまいります。

さらに、新たな感染症への備えとして、県、

保健所設置市、医師会等で構成します連携協議

会において、平時からの連携を図るとともに、

コロナでの知見を踏まえ、今年度中に予防計画

を変更し、感染症の発生予防、蔓延防止の取組

を進めることとしております。

具体的には、病床確保や発熱外来等に関する

協定を医療機関等と締結し、それぞれの機能に

応じた役割分担、一般医療との両立を図りなが

ら、新たな感染症危機に備えた医療提供体制の

確保に取り組んでまいります。

また、財政面においては、全国知事会を通じ

て、５類移行後も地方への支援を迅速かつ丁寧

に行うこと、そして新たな感染症危機に適切に

対処することにつきまして、地方の意見を十分

に踏まえて対応するよう、国に強く求めてまい

ります。

ぜひよろしくお願いします。○坂口博美議員

次に、デジタル化への取組について伺いま

す。

コロナの感染拡大は国民生活に大きな影響を

もたらし、これらを機にデジタルやオンライン

の利活用が加速的に進むところとなりました。

そういった中で、国はデジタル田園都市国家

構想を掲げ、これを御旗としてデジタル化を強

力に進めるべく、令和３年９月１日にデジタル

庁を発足させました。そしてそれは、誰一人と

して取り残すことのないデジタル社会の構築を

理念としての発足でありました。

さてここで、発足の背景を振り返ってみます

と、例えばコロナが拡大する中、国民への10万

円定額給付事業や支援金事業などを実施するに

当たり、接触確認アプリの不具合などのデジタ

ル基盤の脆弱さが顕在化しました。すなわち、

官と民の双方において、さらには社会全体にお

いて、デジタル実装が不十分であることが判明

し、それを急ぎ整えることの必要性を余儀なく

されるに至ったのであります。

ところで、このデジタル田園都市国家構想に

関してでありますが、昭和54年に、当時の総理

大臣でありました大平正芳氏が主宰していた政

策研究グループが、田園都市国家構想をまと

め、公表いたしております。その理念でありま

すが、明治以来の人口の過度の集中を是正し、

バランスの取れた多極分散型へ移行すること

で、田園に都市の活力を、都市に田園のゆとり

をもたらし、両者の活発で安定した交流を促す

とされております。

そしてまた、本格的な人口減少が進む中、平

成26年11月には、第２次安倍内閣により、まち

・ひと・しごと創生法が制定され、それに基づ

く地方創生のための総合戦略が策定されており

ます。

このように人口減少の取組が国家的課題とし

て位置づけられてから、既に半世紀を迎えよう

としております。しかしながら、過度な人口集

中を抑え、地域の持続可能性を高めることで、

国家の活力を維持していこうとする理念は、今

もってなお功をなし得ていないのであります。

そのような中で、今回、岸田内閣が掲げたの

がデジタル田園都市国家構想でありますが、今

回の構想では、デジタル社会を強く進めていく

ことで、その効果を地域にもたらすとしており

ます。デジタル田園都市国家構想の推進が図ら

れることにより、本県で期待される成果や課題
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について、知事はどのようにお考えかお伺いい

たします。

デジタル田園都市国家○知事（河野俊嗣君）

構想は、デジタルの力を活用して地方創生を加

速化・深化させることで、東京圏への一極集中

を是正し、国全体の成長につなげるものであり

ます。

人口減少が進む中で、本県におきましても

様々な問題が顕在化しておりますが、この構想

の推進により、産業の労働力不足への対応や生

産性の向上、医療や地域交通の維持など、社会

課題の解決に向けた取組が進むとともに、新た

な学びの環境づくり、リモートワークによる移

住の促進などの成果も期待できると考えており

ます。

一方で、デジタル化の推進には、人材の育成

・確保、技術の実装など多くの課題があり、成

果を県全体に波及させるためには、県が先頭に

立って、市町村や各産業を支援していくことが

重要であると考えております。

このため県では、各市町村の実情に応じたき

め細かな支援や、人材の育成・確保、事業者へ

の啓発や実装支援等を行っており、引き続きこ

れらの取組の充実強化を図りながら、この構想

が目指すデジタル社会の実現につなげてまいり

ます。

地方においては、人口減少や○坂口博美議員

過疎化、高齢化、さらには地域コミュニティー

の衰退など、その進行には著しいものがあり、

地域によっては、その存続すら危ぶまれる状況

にあります。私は、国によるデジタル化の推進

に当たっては、このような地方にこそ優先的

に、優遇的に実施されるべきであると考えま

す。知事のお考えをお聞かせください。

御指摘のとおり、国の○知事（河野俊嗣君）

これまでの施策展開にかかわらず、東京圏への

一極集中が進み、地方は人口減少により極めて

厳しい状況に置かれております。

一方で、コロナ禍の影響等で人々の意識や社

会情勢が変化する中、デジタルの活用により新

たな仕事や地域の魅力が創出され、また移住を

はじめとする人の流れが生まれるなど、地方が

活力を取り戻す動きも出ているところでありま

す。

私は、この動きを強く大きくすることで地方

が成長し、その成長が日本全体を底上げするも

のと認識しております。国がデジタル田園都市

国家構想を実現する上で、デジタル化の推進は

地方が優先されるべきものと考えております。

このため、先月、国に対し、本県のデジタル化

の推進に向けて、国の交付金の活用拡大や人材

の育成・確保、また基盤となる光回線や５Ｇの

整備について、直接要望を行ったところであり

ます。

県としましては、デジタル化は地域の未来を

左右するという認識の下で、引き続きデジタル

社会の形成に向けて積極的に取り組んでまいり

ます。

さきの質問ですけど、知事○坂口博美議員

は、本県の課題として、人材不足あるいは財源

不足を挙げられました。

人材については、国では、例えばデジタル活

用が困難な人たちをサポートするデジタル推進

委員を2027年度までに５万人確保するなど、年

次計画的に様々な分野での人材確保を予定して

おります。

また、デジタル田園都市国家構想交付金につ

いては、令和４年度補正分と令和５年度当初分

を合わせて1, 8 0 0億円が計上されておりま

す。2027年度までの国のデジタル実装自治体、
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目標1,500の中に全ての県内市町村が加われるよ

うに、これには全力を尽くしていただきたいと

求めておきます。

さて、コロナ禍におけるデジタル化の進展

は、テレワークなどの普及につながり、人や経

済の分極化への傾向を呈するところとなりまし

た。申すまでもなく、この状況は、これまで長

年にわたり人口減少対策に取り組んできている

本県にとっては、大きなチャンスだと言えま

す。本県の人口減少に関するこれまでの取組に

対しての評価及び今後の方針について、知事に

伺います。

私は就任当初から、本○知事（河野俊嗣君）

格的な人口減少時代の到来への対応が今後の県

政運営の最重要課題となるとの認識の下、長期

計画にこれを位置づけまして、子育て支援や若

者の県内定着などの自然減・社会減対策に真正

面から取り組んでまいりました。

この結果、高校生の県内就職率の改善や移住

世帯の増加、さらには全国でも上位の出生率を

維持するなど、一定の成果が現れているもの

の、これまでの多極分散や地方創生の流れの中

にあっても、本県では、依然として出生数の低

下や若年層の県外流出が続いております。

今後は、福祉の充実はもとより、教育や雇

用、さらには女性活躍などの施策を総動員しな

がら、子供を生み育てやすい環境づくりをさら

に強化し、出生数の回復と人口流出の抑制を図

るとともに、御指摘のとおり、コロナ禍の中で

のテレワークの普及や地方回帰の動きを捉え、

移住、ＵＩＪターンの促進等にも一層力を入れ

ることで、社会減ゼロを目指してまいります。

また、デジタル技術の活用も図りながら、人

口減少下においても、誰もが安心して暮らせる

社会の実現に向けて、引き続きしっかりと取り

組んでまいります。

次に、子ども・子育て政策の○坂口博美議員

強化について伺います。

岸田政権の最重要課題の一つであります、子

ども・子育て政策を強力に推し進めるための司

令塔として、こども家庭庁が発足しました。そ

してまた、昨日には、いわゆる「次元の異なる

少子化対策」の具体策が示されたところであり

ます。

今後はこれに沿って様々な政策の拡充が図ら

れることになりますが、人口減少が急激に進む

本県にとって、少子化対策は待ったなしの課題

であります。本県の少子化の現状と国の少子化

対策を踏まえ、今後、県として重要視すべき施

策を福祉保健部長に伺います。

令和４年の本○福祉保健部長（川北正文君）

県の合計特殊出生率は、1.63の全国２位と、全

国上位を維持する一方で、出生数は7,136人、婚

姻数は3,805件で、いずれも過去最少となるな

ど、少子化の厳しい現状に強い危機感を持って

おります。

国においては、次元の異なる少子化対策とし

て、児童手当の拡充など様々な施策の検討が進

められる中、本県においても、出産や子育て支

援など、ライフステージに応じた切れ目のない

支援を強化するとともに、出会い・結婚を県民

運動として応援する取組にも力を入れてまいり

ます。

さらに、少子化に関する専門的な分析や検証

などを行う研究会の設置等、少子化対策の再構

築に向けた関連予算を今議会にお願いしてお

り、国の動向も注視し、市町村とも連携しなが

ら、地域の実情に応じたきめ細かな施策の展開

を図ってまいります。

先ほど触れましたように、さ○坂口博美議員
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きの知事選挙に際し、東国原氏はミニ新幹線整

備の考え方を打ち出されました。これに関する

議論はまた別の機会に譲ることとしまして、こ

の場では、今待ったなしの地域交通問題につい

て伺います。

地域交通に係る喫緊の課題は、何よりもま

ず、一日として欠かすことの許されない移動手

段であるところのＪＲやバスの路線の維持であ

り、確保であります。

そのような中、県では、運行会社に対し、路

線の維持・確保を繰り返し要請されるなど、周

辺市町村と一体となってのＪＲの利用促進策

や、基金を設けてのバスネットワークの確立に

取り組まれてきております。

人口減少や過疎化が進む中での利用者増には

極めて厳しいものがあるとは思いますが、日常

生活にはこれを必要不可欠とされる方たちもま

た存在されるわけであります。地域交通の路線

の維持・確保に関する県の取組及び中長期的な

方針について知事に伺います。

県におきましては、地○知事（河野俊嗣君）

域交通の路線の維持・確保を図るため、様々な

利用促進策や要望活動に取り組むとともに、地

域間幹線バスの見直しや地域公共交通計画の策

定、路線バスのＡＩデマンド化などの取組を進

めております。

また、ＪＲ日南線油津－志布志間につきまし

ては、被災した際の復旧が難しい場合なども想

定し、車両の運行と線路等の管理を事業者と自

治体が分担をする上下分離方式や、線路を舗装

し、バスを運行させるＢＲＴなど、他県での取

組事例を参考に、様々な選択肢を沿線自治体と

研究しているところであります。

バスや鉄道といった地域交通は、道路などと

同様に重要な社会基盤でありますことから、県

民生活に支障を及ぼすことのないよう、まずは

需要回復や運転士の確保など、コロナ禍からの

再生、活性化に全力で取り組んでまいります。

その上で、持続可能な地域交通の在り方につ

いて、長期的な視点に立って引き続き検討する

とともに、その実現に向け、国に対して必要な

財政支援を求めるなど、財源の確保にも積極的

に取り組み、地域の移動手段を将来にわたって

しっかりと確保してまいります。

次に、水産関係について伺い○坂口博美議員

ます。

４月に本県で開催されたＧ７農相会合におい

て、自国の農業資源の持続可能な活用、技術革

新による農業の持続可能性の向上などを取りま

とめた共同声明が出されるとともに、宮崎アク

ションが採択されました。

大変厳しい中にある本県農畜水産業の成長産

業化を促し、そして将来にわたって持続可能な

産業としていくためにも、Ｇ７農相会合の成果

を農政に、そして水産行政に生かさねばなりま

せん。

その際、試験場が果たすべき役割には、とり

わけ大きいものがあると考えます。まず、農政

水産部が所管される試験場の研究方針や課題に

ついて、農政水産部長に伺います。

将来にわたり○農政水産部長（久保昌広君）

持続可能な魅力ある農畜水産業の実現を図る上

で、生産の基礎となる研究は極めて重要である

と考えております。

このため農政水産部では、高度な革新的技術

で生産現場の期待に応える研究開発を目指し

て、令和３年度に「農畜水産試験研究推進構

想」を策定し、変革が進む時代に対応するため

の技術開発などに取り組んでいるところです。

一方で、世界情勢の不安定化や環境問題、生
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産者の減少などを背景に、試験研究ニーズはこ

れまで以上に高度化・多様化してきていること

から、これらのニーズに的確に対応するため、

研究員の資質向上や、老朽化している研究施設

・設備等の計画的な更新などが課題となってお

ります。

各施設については、老朽化と○坂口博美議員

言われましたけど、見てみると、どの施設もか

なり老朽化が現実に進んでおります。そんな中

で、特に私は水産関係の施設が非常に気になる

わけですけれども、そんな中、青島の水産試験

場において、去る３月30日に火災が発生してお

ります。火災の原因や被害、その対応につい

て、農政水産部長に伺います。

今般の水産試○農政水産部長（久保昌広君）

験場の火災発生により、関係者の方々へ御心配

をおかけしたことをおわびいたします。

火災の原因ですが、放火などの事件性はない

という警察の判断や、施設内は火の気がないこ

と、また消防の調査で漏電の痕跡が確認された

ことから、施設の老朽化によるものと考えてお

ります。

この火災により、研究用の魚を飼育する460平

方メートルの施設が使用できない状況にありま

す。このため、この施設で行っていたアマダイ

類の種苗生産技術開発などを継続する応急的な

措置として、類似施設を有する水産振興協会へ

飼育していた魚を移すなど、その影響を最小限

にとどめる対策を取ったところであります。

事件性はないということだっ○坂口博美議員

たんですけど、３月30日ですよね。Ｇ７の直前

というか20日ぐらい前で、僕はあのとき、誰も

通らない、人もいないところでのあの日の火災

でしょう。ひょっとしたら、これはＧ７の混乱

狙いかなとも思ったんですけど、そうではな

かったということで、その点はほっとしまし

た。

その同じ試験場についてですけれども、２

月21日に、私は延岡市にある水産振興協会の種

苗生産施設を視察いたしました。当施設でも想

像以上に老朽化が進んでおりまして、施設の心

臓部とも言える取水施設については、いつ機能

が停止するやもしれぬ状況だと判断をいたしま

した。

もしそのような事態ともなれば、最悪の場

合、漁協や養殖業者などへの仔魚供給の契約不

履行はもちろん、代替の利かない種魚の全失に

まで及びます。これは言うまでもなく、決して

起こしてはならない事態であります。

知事は、水産試験場及び水産振興協会につい

ては、自分の目でお確かめになっているのか。

確かめておられるなら、それはいつ頃かをお尋

ねし、あわせて、これらの施設の在り方につい

ての御見解を伺います。

水産業を取り巻く状況○知事（河野俊嗣君）

は、海水温の上昇や資源の減少、担い手不足、

さらには燃油や資材の高騰など様々な課題に直

面し、厳しい状況にあるものと認識しておりま

す。このような中、水産試験場や水産振興協会

につきましては、持続可能な水産業の構築や資

源の維持・確保に大きな役割を担っていると認

識しております。

私自身、昨年７月と８月にそれぞれの施設を

視察し、水産業の成長に貢献する試験研究や種

苗生産の取組を改めて確認するとともに、施設

の老朽化がかなり進んでいる状況も把握しまし

た。

こういう厳しい状況の中で、意欲と情熱を

持って取り組んでもらっている現場のスタッフ

を後押しし、さらに水産業の未来を切り開いて
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いくためにも、両施設の在り方について早急に

検討するよう指示したところであります。今年

度の当初予算におきまして、水産試験研究体制

の機能強化に向けた調査・検討を行うこととし

ております。

その矢先の３月に火災が発生してしまいまし

たことから、私としましては、更新はもとより

再整備を含め、スピード感を持ってしっかりと

対応してまいります。

ぜひよろしくお願いします。○坂口博美議員

両施設を見られたのが昨年の７月、８月となり

ますと、火災発生よりかなり前であります。老

朽化が原因の出火ということでありますので、

事はかなり深刻であります。とにかく早めに現

場を一回自分の目で確かめていただきたい。再

度、確かめていただきたいということを求めて

おきます。

先ほどは、壇上において、国土強靱化事業の

重要性につき、将来への責務との観点から質問

しましたが、ここで通常の公共事業に対する評

価と期待について伺います。

バブル経済が崩壊した1990年代初頭からの10

年間については、「失われた10年」との表現す

らありますが、2000年代に入ってからもなお我

が国の経済成長は停滞が続き、今や「失われ

た30年」、このままの状況が続けば「失われ

た40年」に突入しつつあります。

一方、国の統計によると、アメリカ、イギリ

ス、ドイツ、フランスの社会資本整備への投資

は増加傾向にありますが、日本はほぼ横ばいと

なっており、それと比例するように、欧米諸国

の国内総生産（ＧＤＰ）及び１人当たりの国民

所得は増加傾向にあるのに対し、日本は横ばい

となっております。

さて、現在、国では、防衛や子ども政策の強

化が議論されていますが、歳出を増やすことだ

けが先行し、財源が先送りされております。

それぞれ歳出改革や国債発行、社会保険料の

上乗せ等による財源確保論が報道されてはおり

ますが、私は、今の政府の説明では、将来にわ

たっての財政見通しの安心感を国民に持たせる

までには至っておらず、国家を運営するに足り

得るだけの責任を果たし切れていないとの不満

と失望を感じております。

そして同時に、その財源確保の考え方とし

て、社会資本整備とＧＤＰや国民所得間の相関

に大きく注目し、そこに税収増を見込むべきで

あると考えております。つまり、新税の導入や

税率アップなどによることなく、欧米諸国と同

様に公共投資を増やし、経済成長を実現させる

ことで税収の自然増を図り、歳入を安定的に確

保するという考え方であります。

そこでまず、日本及び主要国の政府による社

会資本整備への投資、国内総生産、国民１人当

たりの所得の状況について、総合政策部長に伺

います。

我が国と、○総合政策部長（重黒木 清君）

アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの主要

４か国の状況につきまして、まず、国及び地方

自治体による社会資本整備への投資は、内閣府

等によりますと、平成12年から令和２年まで

の20年間、我が国がほぼ横ばいとなったのに対

し、主要国ではおよそ1.5倍以上となっており、

特にイギリスはおよそ3.7倍となっております。

国内総生産につきましては、我が国はほぼ同

水準で推移したのに対し、主要国では1.5倍から

２倍程度となっております。

また、１人当たりの国民所得につきまして

は、平成22年から令和２年までの10年間の比較

になりますが、独立行政法人労働政策研究・研
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修機構の資料によりますと、我が国はおよそ1.1

倍、主要国では1.1倍から1.4倍程度となってお

ります。

この所得は、ドル換算なのか○坂口博美議員

自国通貨なのかで、なかなか比較しづらいとこ

ろもあるんですけど、大まかに投資があれば、

それだけの見合うものがリターンしているとい

うこと、昔から、景気が悪くなると経済対策と

いって、補正、公共投資をやっていたんですけ

ど、やっぱりそれは生きているというふうに思

います。

そして、そもそも本県は社会資本の整備がほ

かの県に比べ大きく遅れていることから、通常

の公共事業予算の確保もまた、国土強靱化事業

と同様に県の重要課題であります。国土強靱化

対策以外の公共事業予算についても、十分かつ

継続的に確保することにより、県内総生産や県

民所得を引き上げることが、宮崎再生に不可欠

な県内経済の浮揚・活性化にもつながるのでは

ないかと考える次第であります。知事の御所見

をお伺いいたします。

公共事業への投資につ○知事（河野俊嗣君）

きましては、生産活動、雇用や消費といった直

接的に経済活動が活発になる効果はもとより、

東九州自動車道や都城志布志道路などの交通

ネットワーク基盤や港湾の整備等によりまし

て、人的・物的交流の拡大が図られ、その結

果、県内観光客数の増加や都城インター工業団

地などにおける企業立地の促進、さらには細島

港での林産品の取扱量の増加など、県内各地の

様々な産業に波及していく経済効果も非常に大

きいものがあると、私自身、実感しているとこ

ろであります。

このため、公共事業に積極的に取り組むこと

は、コロナ禍や物価高騰、台風第14号災害から

の地域経済の回復・活性化に寄与し、ひいては

県内総生産や県民所得を引き上げ、宮崎の希望

ある未来を創造していくことにもつながるもの

と考えております。

私としましては、何としても県民の暮らしと

経済を守り抜くという強い意志と覚悟の下、今

後とも、さらなる社会資本の充実に向けて、必

要な予算の確保に全力で取り組んでまいりま

す。

今回は宮崎の再生ということ○坂口博美議員

を軸に質問をいたしておりますが、そのほとん

どが大きな予算を伴うものでありました。この

ほか、国民スポーツ大会に向け、大きな財政需

要も控えております。しかしながら、県の将来

のためには避けられない積極予算であります。

積極的な投資を継続していく必要があると考え

ますが、将来的に財政の健全性に問題はないの

か、知事に伺います。

御指摘のとおり、本県○知事（河野俊嗣君）

の財政需要は、社会保障関係費など今後ますま

す増加するものと見込まれます。一方では、人

口減少等、中長期の課題や経済対策などの当面

の課題に的確に対応していかなくてはなりませ

ん。そのため、予算編成において、将来の社会

保障関係費や公債費等の推移を適切に見込むこ

とや、多額の財政負担を要する経費は計画的に

予算計上することなどが求められているところ

であります。

今回の骨格・肉付け予算におきましても、有

利な地方債や国庫補助金の活用などによる実質

的な負担の軽減や、特定目的基金の活用による

財政支出の平準化などに努めたところでありま

す。その結果、６月補正後におきましても、財

政関係の２基金につきましては、一定水準の残

高を確保するとともに、県債残高も前年度末よ
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り減少する見込みであります。

今後とも、財政の健全性を維持しつつ、本県

の諸課題に適切に対応できるよう、積極的かつ

的確な財政運営を行ってまいります。

ぜひよろしくお願いします。○坂口博美議員

私は質問の冒頭に、大隈重信による統計院創

設の際の建議書に、「政策のよしあしを判断す

るためには、国の現状を明らかにし、過去の施

策の結果と比較する必要がある。そのためには

統計データが必要である」と記されていること

を紹介いたしました。

さて、今議会に新アクションプランが提案さ

れておりますが、改定前のプランで目標として

いた総人口の数値を達成できないことが確実と

なり、それに伴い、様々な計画等の見直しを余

儀なくされております。そして、このような計

画で設定した目標の下方修正はこれまでにも幾

度となくあり、例示するならば、合計特殊出生

率もその一つであります。

平成27年の長期ビジョンにおいて、2030年に

現人口を維持するのに必要な数値として2.07と

いう率を示しておりますが、同年のアクション

プランにおける４年後の目標数値は、当時の実

績値も勘案して1.82、その後、令和元年に

は1.81、そして今回、令和５年には1.8台と、計

画を改定するたびに修正してきております。

なぜそのようなことになるのか。私はその要

因として、そのときそのときの状態が目標値に

向かうべき計画線上をたどっているのか否か

が、必要なタイミングで把握し切れていないと

ころにあるのだと考えております。合理的な時

点での動態をリアルタイムで把握し、もしその

時点で目標を達成するに欠けているところがあ

るならば、それを補完する施策を講じ、確実に

計画線上に乗せていくという作業が欠けていた

ことに起因していると考えております。

ところで今回、知事が約束された宮崎再生に

ついては、下方修正が決して許されない目標で

あります。しかも知事は、それに加えて、さら

なる成長も掲げておられるのであります。

当然ながら知事には、今議会に提案されたア

クションプランをはじめとする各種計画や肉付

け予算に計上されている各事業、そして本日、

私が質問した県政の課題への対応などについ

て、その現状や取組の成果等を適時的確な時期

に統計データに基づくエビデンスとして示して

いかれることが求められます。知事の御見解を

お聞かせ願います。

統計に基づく政策決定○知事（河野俊嗣君）

は極めて重要だと考えております。この重要性

にいち早く気づき、冒頭に御紹介のありました

ように、初代の統計院長となり、近代日本が一

気に発展する礎を築いた大隈公の炯眼には改め

て敬服するところであります。

県政の課題が多様化・複雑化する中で、適切

かつ効果的・効率的な施策を講じていくために

は、データに基づき、ニーズや課題を的確に把

握し、施策の根拠等を明確にしていくことが極

めて重要であると考えております。

県では、アクションプラン等の各種計画や個

別事業等の実施に当たりまして、政策評価や予

算編成等を通じて定期的に現状把握・分析を行

い、適宜公表しているところでありますが、議

員御指摘のとおり、こうした実態把握は不断に

行うべきものであり、期間途中にありまして

も、状況の変化を把握すれば速やかに施策の強

化や修正を図り、目標の達成に万全を期すこと

が肝要であります。

今後とも、様々な統計データの収集・分析に

努め、施策の検証や構築に生かし、その結果を
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県民の皆様にもしっかり説明しながら県政運営

を図ってまいります。

データに何か重きを置いてい○坂口博美議員

ただきたいなと、ぜひお願いしたいと思いま

す。そのデータの重要性というのを大きく認識

いただいて、それが必要なときにそれをしっか

り把握する、これに努めていただきたいと思い

ます。そして、これに基づいて、県民のために

必要だと判断するものがあれば、ぜひとも強力

な力を発揮されて事をなしてほしい、そう思い

ます。

そしてまた、先ほどの大隈ですが、次のよう

な言葉も残しております。「学問は脳、仕事は

腕、身を動かすは足である。しかし、いやしく

も大成を期せんには、先ずこれらすべてを統ぶ

る意志の大なる力がいる、これは勇気であ

る」、こう言っています。その力の源というの

は勇気なんだということを言っています。ここ

一番のときには、ぜひとも本当の意味での勇気

を出してくださることを期待します。

官僚と言われるようなこと、抜け切っていな

いということをよく聞くんですけれども、そう

じゃない、河野は政治家だと、思い切って一歩

足を踏み出していただきたい。その勇気を持っ

て県民・県政をリードしていただきたい。その

ことをお願い申し上げ、質問を終わります。

（拍手）

次は、前屋敷恵美議員。○濵砂 守議長

〔登壇〕（拍手） 日本共産○前屋敷恵美議員

党の前屋敷恵美でございます。このたびの県議

選挙で再び県民の皆様の負託をいただきまし

た。県民の代弁者として期待に応えられるよう

力を尽くしてまいりたいと思います。

また、知事をはじめ県当局の皆様におかれて

は、地方自治体としての責務を果たす立場で対

応、御尽力いただきますよう、よろしくお願い

いたします。

それでは、通告に従い一般質問を行います。

まず、知事の政治姿勢から伺ってまいりま

す。

５月19日から21日まで、被爆地広島で先進国

首脳会議Ｇ７広島サミットが開催されました。

被爆者と国民から、核兵器の禁止・廃絶を最大

の焦点として期待が寄せられました。しかし、

その期待は見事に裏切られました。

Ｇ７広島サミットが発表した「核軍縮に関す

るＧ７首脳広島ビジョン」について、知事はど

のように受け止められたのか、広島御出身の河

野知事ですから、より期待をされたのではない

かと思いますが、その受け止めをお聞かせくだ

さい。

あとの質問は質問者席から行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

「核軍縮に関するＧ７首脳広島ビジョン」

は、「核兵器のない世界」を究極の目標と位置

づけ、核不拡散体制の維持、強化を通じて、世

界の核兵器数の減少を継続していくことを柱と

したものとなっております。

私としましては、Ｇ７首脳全員が広島を訪

れ、原爆資料館への訪問や被爆者との面会など

で被爆の実相に直接触れた上で、「核兵器のな

い世界」の実現に向けた責任を再確認したこ

と、Ｇ７として初めて核軍縮に焦点を当てた独

立した文書が発出されたことに、歴史的な意義

があったものと評価しているところでありま

す。

我が国は、唯一の戦争被爆国として、核軍縮

の進展に向けて国際社会をリードしていく責任
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があります。今回の成果を踏まえ、国におい

て、現実的かつ実践的な取組が力強く進められ

ることを期待しているところであります。以上

であります。〔降壇〕

この「核軍縮に関するＧ７○前屋敷恵美議員

広島ビジョン」は、ロシアによるウクライナ侵

略に関して、核兵器のいかなる使用も許されな

いと厳しく批判しておりますが、当然のことで

す。

問題は、Ｇ７参加国の核兵器について、「核

兵器が存在する限りにおいて、防衛目的のため

に役割を果たし、侵略を抑止し、戦争と威圧を

防止する」と述べて、核抑止力論を公然と宣言

していることです。そして、いざというときに

は核兵器を使用し、広島、長崎のような非人道

的惨禍を引き起こすことをためらわないという

姿勢です。

さらに、「核兵器のない世界」の実現を究極

の目標に位置づけ、核兵器廃絶を永久に先送り

していることです。こうした立場を被爆地から

発信したことは、被爆者と被爆地を愚弄するも

のと言わなければなりません。

日本被団協の皆さんは、「希望を完全に打ち

砕かれた。核抑止論に立った議論で、戦争をあ

おるような会議になった」と訴えられました。

しかも、広島ビジョンは、核兵器そのものが非

人道的な兵器であるという批判や告発は一言も

ありませんし、ＮＰＴ（核不拡散条約）に基づ

く「自国核兵器の完全廃絶への明確な約束」な

ど核兵器保有国の核廃絶への義務を果たすこと

についても全く触れられておりません。

また、核兵器禁止条約についても、国連で90

を超える国が署名し、国際条約として発効して

いるにもかかわらず言及しないなど、被爆地か

ら核兵器に固執する宣言を行ったことは、私は

恥ずべきことだと思います。

何ゆえに主要７か国首脳会議を被爆地広島で

開催したのか、その意味も、そして政府の責任

も大きく問われるものだと思います。広島ビ

ジョンは米国を中心とした核保有国の意向に

沿ってつくられたのではないかと思われても仕

方がないような内容だと思います。

被爆者をはじめ市民社会、多くの世界各国の

政府が求めているのは、核兵器の禁止・廃絶で

す。日本政府には、今こそ核抑止力論と決別し

て、核兵器禁止条約に参加・批准することを強

く求めたいというふうに思います。

次に、今の終盤国会、次々と重要法案が、十

分な議論も行われないまま、強行採決がなされ

ております。その中で、５月31日、賛成多数で

可決・成立した原発推進等５法案ですが、原

則40年としてきた原発稼働を60年を超す運転も

可能にするというこの原発推進法について、知

事の御所見をお伺いします。

今回の法改正は、不安○知事（河野俊嗣君）

定な国際情勢を背景としました電力需給逼迫へ

の対応に加えまして、脱炭素社会の実現が急が

れる中で、電気の安定供給を図るため、再生可

能エネルギーの最大限の導入と、原子力規制委

員会等によります安全性の確保を大前提として

原子力の活用を図るという政府方針の下に行わ

れたものと受け止めております。

特に安全性の確保に関しては、今回、運転開

始から30年を超える高経年化した原子炉に、10

年以内ごとの原子力規制委員会による審査・認

可を義務づける改正も行われているところであ

ります。

原発の稼働につきましては、最新の科学的・

技術的知見に基づいた安全性の確保を大前提と

して、国が責任を持って判断すべき事項であり
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ますので、県としましては、規制基準やエネル

ギー政策の在り方を含めて、地方自治体や国民

に十分かつ丁寧に説明するよう、全国知事会を

通じて要望しているところであります。

この原発推進法は、12年前○前屋敷恵美議員

の福島第一原発事故の教訓に反して、法律まで

つくって日本を危険な原発依存社会へと引き戻

す、まさに原発回帰そのものです。

政府は、今知事も言われましたけれども、

「安定供給と脱炭素化」を口実にして、原発を

活用することを「国の責務」と、原子力基本法

に位置づけました。国民の立場からは到底受け

入れられないものです。安全な原発などあり得

ないからです。しかも、新たな原発建設まで進

めるとしていますが、なぜそこまでして原発に

しがみつくのか。原発業界の要求を丸のみにし

た原発業界支援策まで盛り込まれているから問

題だというふうに思います。

福島原発事故はいまだに収束・解決にはほど

遠く、多くの人がふるさとに戻ることもでき

ず、家族の人生そのものを狂わせました。増え

続ける汚染水も大問題です。

ドイツは、福島原発事故を契機に、国策とし

て原発からの撤退を決断して、全ての稼働をス

トップさせました。日本こそ、この立場に立た

なくてはならないのではないでしょうか。

稼働し続ければ、使用済み核燃料からできる

ウランやプルトニウムの高レベル放射性廃棄物

は、10万年の隔離が必要ともされています。そ

の最終処分場についても、全国での受入先を探

している状況です。県内にもその受入れに関心

を示す自治体もあるやに聞いておりますが、住

民の不安は尽きません。

安定供給と脱炭素化は、省エネルギーの徹

底、そして再生可能エネルギーの本格的普及こ

そ必要だというふうに思います。原発依存は、

省エネ・再エネを進める上での妨げでしかない

と思います。福島原発事故を経験した日本でこ

そ、原発ゼロの決断が今こそ必要だ、このよう

に思うところです。

もう一点、伺います。現在、参議院で審議中

の軍拡財源法案です。今年度から５年間の軍事

費を国内総生産（ＧＤＰ）比２％に引き上

げ、43兆円もの巨額をつぎ込むための法律をつ

くって、それを担保しようというのが軍拡財源

法案です。この軍拡財源法案について、知事の

御所見を伺います。

我が国の防衛力の抜本○知事（河野俊嗣君）

的な強化等のために必要な財源の確保に関する

特別措置法案、いわゆる防衛財源確保法案は、

防衛費増額の財源を防衛力強化資金の設置によ

る税外収入や決算剰余金で賄うといった内容

で、今国会において審議がなされているものと

承知しております。

これは、中国の軍備拡大や北朝鮮による核ミ

サイル開発、ロシアのウクライナ侵攻など、戦

後最も厳しく複雑な我が国の安全保障環境を背

景に、防衛力の抜本的強化を図るために進めら

れているものと理解しております。

外交・防衛に関することは、国の責任におい

て進められるものでありますが、国の根幹や、

将来、国民の暮らしや生活に関わる重要な問題

でありますので、国において国民に分かりやす

く丁寧に説明し、理解を得ていく必要があるも

のと考えております。

私は、そもそも軍拡財源法○前屋敷恵美議員

案は、憲法違反のそしりを免れないというふう

に思います。そして、その財源を、今知事も御

説明されましたけれども、税外収入による防衛

力強化資金の創設、決算剰余金の活用、増税の
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税制措置、そして歳出改革で賄うとしておりま

す。

中心は防衛力強化資金です。税外収入は、国

立病院機構や地域医療機能推進機構の積立金の

一部を財源に充てる計画です。医療施設の改善

や医療従事者の待遇改善にこそ使うべきものを

軍事費へ流用するなどは、本末転倒だと思いま

す。東日本大震災の復興特別所得税まで軍事費

への転用を行うとしています。

さらに、軍拡財源のための国債発行はしない

としながら、活用する決算剰余金の原資は赤字

国債です。しかも、戦後初めて軍事費への建設

国債発行にも踏み切るとしております。

軍事費を特別扱いにして、無期限で予算を

プールし活用する防衛力強化資金は、戦前、侵

略戦争のために国民を犠牲にした臨時軍事費特

別会計をほうふつさせるものです。

今、政府がやるべきは、戦争準備の軍事費拡

大ではなく、憲法９条を生かし、地域の全ての

国を包摂する平和の枠組みを発展させる外交努

力を尽くすことだと思います。この立場が必要

であることを申し上げておきたいと思います。

次に移ります。健康保険証の廃止問題につい

て伺います。

政府は、健康保険証を廃止してマイナンバー

カードに置き換えるなどを定めた、改定マイナ

ンバー法を成立させました。

マイナンバーカードをめぐっては、個人情報

流出につながるトラブルが相次いでいます。マ

イナンバーにひもづけられた公金受取口座に他

人の口座が登録されていた問題、マイナポイン

トの別人付与、コンビニでの住民票の写し交付

に別人の証明書が発行されるなど、中でも、マ

イナカードに別人の医療情報がひもづけられた

事例は、既に分かっているだけでも7,300件を超

して、また新たにも分かったことが昨日も報道

されておりました。こうしたことが明らかに

なっておりますが、これは、私は氷山の一角で

はないかというふうにも思います。

こうしたマイナンバーカードをめぐるトラブ

ルについて、宮崎県内の状況はどうかお伺いし

たいと思います。総合政策部長、お願いしま

す。

マイナン○総合政策部長（重黒木 清君）

バーカードにつきましては、今年の３月下旬以

降、コンビニ交付サービスにおける別人の証明

書発行などのトラブルが相次いで報道されてお

ります。

県内におきまして、現時点で、市町村へ確認

したところ、マイナポイント申請の際、別人の

決済サービスにひもづけられたトラブルが、宮

崎市と美郷町でそれぞれ１件発生していること

を確認しておりますが、いずれも既にポイント

の付与が修正され、解決したと聞いておりま

す。

今、次々に起きております○前屋敷恵美議員

一連の問題は、私は、単なる不具合とかミス、

ヒューマンエラーなどで片づけられないレベル

の問題だと思います。マイナンバーカードを普

及させたいがために見切り発車して、暴走して

きたツケが今現れているのではないかというふ

うに思います。

マイナカードに別人の医療情報がひもづけら

れることで起こり得る問題をどのように考えて

おられるか、福祉保健部長、お願いいたしま

す。

マイナンバー○福祉保健部長（川北正文君）

カードと保険証のひもづけについては、誤登録

により、薬剤情報等の他人に知られたくない個

人情報が漏えいする問題が発生しており、この
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ような事案が重なりますと、制度全体への信頼

を損ないかねないと懸念しているところです。

国も各保険者に、一斉点検とひもづけ時のよ

り厳密な確認を要請したところでありますが、

これらの対策を着実に実施し、こうした事態を

発生させないような仕組みを確立することが必

要であると考えております。

県としましても、関係機関が一体となった

チェック体制や、誤った情報がひもづけされな

いように担保する制度の構築を、全国知事会を

通じて、国に対して要望しているところであり

ます。

信頼性が失墜するだけでは○前屋敷恵美議員

なくて、さらに重要な問題は、別人の医療情報

がひもづけられたカード、保険証ですね。これ

で保険診療を行って、治療や投薬を誤ったりす

れば、命にも関わる取り返しのつかない事故に

つながりかねないということです。今必要なの

は、マイナ保険証の運用を一旦止めて、問題点

の解明を優先すべきだと思います。

政府は、健康保険証とマイナンバーの一体化

で、2024年、来年秋には紙の保険証の廃止を予

定どおり実行すると、昨日も強気に語っておら

れました。これは事実上、マイナンバーカード

取得を強制することになります。

マイナンバーカードの取得はあくまで任意の

はずですが、福祉保健部長の御認識はいかがで

しょうか。

マイナンバー○福祉保健部長（川北正文君）

カードの発行については、法律上、申請に基づ

いて行うとされており、カードの取得は任意で

あると認識しております。

医療情報を有効に活用して、よりよい医療の

提供を目指すため、今回のマイナンバー法等の

一部改正により、マイナンバーカードと保険証

を一体化することが決定されたところでありま

す。

一方で、カードの取得は任意であることか

ら、カードを持たない方に対しては、本人の請

求等により、各医療保険の保険者が資格確認書

を交付することになっております。

医療機関へは、マイナ保険○前屋敷恵美議員

証によるオンライン資格確認システム整備とい

うものが今年４月から義務づけられておりま

す。それに対して、全国保険医団体連合会など

医療機関からは、工事費用やランニングコスト

がかかること、マイナンバーカードでエラーや

無効と表示されると本人確認のしようがなく、

窓口で10割負担を求めることになるなど、様々

な負担が大きいとの意見が出されている、この

ように伺っております。

県は、このシステムの導入状況、そしてトラ

ブルの発生など、こうした状況を把握しておら

れるでしょうか、福祉保健部長、お願いしま

す。

オンライン資○福祉保健部長（川北正文君）

格確認システムにつきまして、県内の医療機関

等における導入率は、令和５年６月４日時点

で88.1％であります。導入に伴うトラブルにつ

きましては、全国的には、医療機関の窓口で、

患者の資格情報が確認できず、患者が一旦全額

を立て替えた事例があることを報道等で承知し

ておりますが、県内における具体的な事例につ

いては把握をしておりません。

ぜひ県内における状況もつ○前屋敷恵美議員

かんでいただきたい、このように思います。

また、改定マイナンバー法には、デジタル化

推進を名目にして、戸籍への氏名の振り仮名を

追加する戸籍法の改定も盛り込まれておりま

す。全国民の戸籍に氏名の振り仮名をつけると
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いう膨大な作業が自治体に押しつけられるとと

もに、誤入力などのミスは避けられず、さらな

るトラブルにもなりかねないと思います。

また、氏名の振り仮名は一般的に認められる

ものでなければならないとしており、これから

生まれてくる子供の名前を、行政が一般的な読

み方であるかどうか審査することになります。

氏名は個人の人格を象徴するもので、行政によ

る審査は命名権の侵害にも当たりかねません。

こうした問題について県はどのように考えてお

られるのか、総務部長、お願いします。

国のデジタル社会○総務部長（渡辺善敬君）

実現に向けた重点計画を踏まえまして、個人氏

名の読み仮名表記を戸籍記載事項とする改正戸

籍法が本年６月２日に成立し、令和７年度中に

施行される見込みとなっております。

今後、市町村において、既に戸籍のある方か

らも一定期間内に読み仮名の申出を受け、記載

していく事務作業が想定されますが、その具体

的な運用方法については、現在、国において検

討が進められております。

このため県においては、国の動向を注視し、

情報の収集や市町村への共有を図るとともに、

過度な事務負担の発生や誤記載などにより混乱

が生じることがないよう、全国知事会などを通

じて国に求めてまいります。

直接県が事務処理をするこ○前屋敷恵美議員

とにはならないと思うんですけれども、しか

し、全ての市町村でこのことが行われることに

今なろうとしておりますので、ぜひしっかりと

把握もしていっていただきたい、このように思

います。

いずれにしましても、改定マイナンバー法は

様々な問題を抱えております。先ほどお話しい

たしましたが、健康上の情報に他人の情報がひ

もづけられた場合にどんなことになるのか、考

えただけでも私は空恐ろしくなるわけです。

とりわけ今、来年秋に予定されている紙の保

険証の廃止は見直すことが求められている、こ

のように思います。県民にも様々な面で不便、

そしてまた、今言った危険性をもたらす健康保

険証の廃止は、中止するように国に要望すべき

と思いますが、知事の答弁を求めたいと思いま

す。

マイナンバーカードの○知事（河野俊嗣君）

保険証利用、いわゆるマイナ保険証につきまし

ては、正確なデータに基づいた、よりよい医療

の提供につながるとともに、就職や退職に伴う

保険証の切り替えが不要になるなど、多くのメ

リットがあります。

県としましては、マイナ保険証の円滑な普及

を進めるとともに、マイナ保険証を持たない方

にも、資格確認書が漏れなく交付され、従来ど

おり必要な医療を受けていただくことが重要だ

と考えております。

資格確認書の交付につきましては、対象とな

る方に確実に交付されるよう、国や県内の医療

保険の保険者と十分に連携を図りながら、しっ

かり取り組んでまいります。

政府はメリットしかほとん○前屋敷恵美議員

ど報道されませんけれども、既に様々なデメ

リットが現れてきているところです。そして命

にも関わるような事態になる。ですから、紙の

保険証も併せて存続していく、こういうことも

考えていく必要があろうかと思いますので、県

民の最大の利益につながるように、県もしっか

り対処していただきたい、このように思うとこ

ろです。

では、次に移ります。子供の健やかな成長の

ために、まず、学校給食費の無償化について伺
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います。

昨年の質問に続いて取り上げさせていただき

ます。教育費の軽減は、子育て世帯の強い要求

です。月々4,000円、5,000円の給食費負担は軽

いものではなく、食材の高騰により給食費値上

げが問題にもなるから、なおさらのことだと思

います。子供さんの多い御家庭の負担は本当に

大変です。

県内では、住民の期待に応えて、市町村独自

の財源で給食費補助を行い、実質無償化となる

全額補助の自治体もございます。また、政府が

臨時交付金の活用での負担軽減を促したことな

どが、ほとんどの自治体で軽減や無償化の支え

ともなりました。しかし、新年度予算でそれが

組まれず、負担軽減は一時的なものに終わった

自治体もあり、子供さんを抱える御家庭のがっ

かり感は否めません。

教育長は前回の御答弁で、「学校給食法で、

給食費は保護者負担が基本」とされました。確

かに、給食費に係る経費は、施設や整備費など

は設置者（自治体）、そして食材等は保護者が

負担することになっています。

しかし、この間の国会論戦の中で、この法律

上の負担区分は、給食費の一部を補助するよう

な場合を禁止する意図ではないこと、そしてま

た、この一部補助についても、全額補助を否定

はされておらず、自治体の判断で無償化を行う

ことは、学校給食法上、何の問題もないことが

明らかになりました。

現在、各自治体は、助成への努力を強めてお

ります。本来、義務教育無償の原則からいって

も、学校給食は直ちに無償でなければなりませ

ん。しかし、今できることは、県と自治体で無

償化を目指すこと、そして国の制度としての給

食無償化を求めていくことです。県の支援が求

められるというふうに思いますが、教育長の御

所見を伺います。

市町村立の小中学○教育長（黒木淳一郎君）

校における給食費の無償化につきましては、学

校給食の実施主体であります市町村において、

学校や地域の実情を踏まえた上で検討がなされ

ていると認識しております。

県教育委員会といたしましては、これまでも

市町村担当者会を開催し、国の臨時交付金に関

する給食費補助の情報提供や、各市町村の取組

について情報交換を行い、保護者の負担軽減が

効果的に行われるよう支援させていただいてお

ります。

給食費につきましては、学校給食法の下、保

護者が負担することが基本となっております

が、現在、国では、学校給食費の無償化の実態

調査と課題の整理が進められておりますので、

今後とも国等の動向を注視してまいります。

県内で給食費の滞納がある○前屋敷恵美議員

とする自治体は、アンケートに回答いたしまし

た自治体の５割に及んでおります。文科省がま

とめた「無償化等の実施状況」によりますと、

無償化による成果として、児童生徒の、給食費

が未納・滞納であることに対する心理的負担の

解消を挙げています。

未納・滞納に子供の責任はないと思います。

子供たちが心の負担をなくし、楽しく学校に通

える、こんなにうれしいことはありません。ぜ

ひ、子供たちの健やかな成長のためには、国や

自治体、社会が責任を持つ、この責務を全うし

ようではありませんか。

県もその役割をぜひ担っていただきたい。当

面は自治体と県とで無償化に向けて努力をして

いただきたい。再度、教育長の見解をお願いい

たします。
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学校給食費の無償○教育長（黒木淳一郎君）

化などの、社会全体で子育てを支援していくと

いう大きな課題につきましては、県教育委員会

といたしましても、大変大事なことであると考

えております。今後、国での検討、国への働き

かけ等、国の動向を注視しながら、しっかりと

取り組んでまいりたいと思っております。

子供たちのための積極的な○前屋敷恵美議員

役割を果たしていただきたいと思います。

では続いて、学校図書館・図書室の環境整備

について伺います。

県内各学校、小・中・高、県立学校における

図書館・図書室の状況を、司書の配置状況も併

せてお聞かせください。教育長、お願いしま

す。

司書教諭につきま○教育長（黒木淳一郎君）

しては、12学級以上の県内の全ての公立学校に

配置されております。

また、学校司書の配置の割合につきまして

は、令和２年度と令和４年度の調査結果を比較

しますと、小学校は57.6％から69.1％に、中学

校は38.1％から64.6％に増加し、令和５年度に

つきましては、暫定値ではありますが、８割近

くの学校で、各市町村や学校の状況に応じた配

置がなされております。

高等学校等の学校司書につきましては、12学

級以上の学校に、学校事務職員を図書館担当と

して国の定数で配置しておりまして、11学級以

下の学校につきましては、会計年度任用職員を

配置しております。また、学校の状況に応じた

追加の配置もしております。

学校図書館・図書室は、と○前屋敷恵美議員

りわけ児童生徒にとって一番身近な図書館の存

在です。そして、そこに配置される学校司書

は、専門職としての重要な役割を担います。全

ての学校に司書の配置が必要と思いますが、教

育長の答弁を求めたいと思います。

読書は、子供たち○教育長（黒木淳一郎君）

が感性を磨いたり表現力を高めたりするなど、

人生を豊かに生きていく上で、大変意義のあ

る、欠くことのできないものであります。その

ため、子供たちが読書に親しむ環境を整備する

学校司書の果たす役割は大変大きいと考えてお

ります。

そこで、県教育委員会では、平成28年度より

読書活動推進事業に取り組み、小中学校におけ

る学校司書の配置を促進してまいりました。

今後も、市町村における学校司書の活用状況

を把握するとともに、貸出し冊数の増加など、

配置の効果等を周知し、引き続き、市町村にお

ける学校司書の配置拡充に取り組んでまいりま

す。

学校司書は、子供たちの興○前屋敷恵美議員

味・関心に即した図書をそろえ、読書活動の支

援や教員と連携するなど、専門職としての役割

を担っております。司書の資格を持つ教員、い

わゆる司書教諭という方もおられますが、それ

は、日常の教育や授業、学習の場で生かされる

もので、専門司書の役割は担えないというふう

に思います。

読書県宮崎を目指すのであればなおさらのこ

と、全ての学校で司書配置が進むよう、県教育

委員会がその役割を発揮して、市町村に対する

正規職員の配置支援と併せて、国も専任の司書

配置に責任を持って措置することが必要だと思

いますが、県としての考えを、教育長、お願い

いたします。

学校司書の配置の○教育長（黒木淳一郎君）

拡充につきましては、先ほどもお答えしました

とおり、私も大変重要なことだと思っておりま
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す。

学校司書の配置の根拠につきましては、学校

図書館法において、努力義務として法的にも位

置づけられておりますし、配置に係る予算につ

きましても、国の学校図書館図書整備等５か年

計画において、地方財政措置として各自治体に

配分されております。

今後とも、安定した配置がなされるよう、国

への財政措置の継続を求めてまいりたいと考え

ております。

ぜひ、子供たちの健やかな○前屋敷恵美議員

成長のためには欠かせないものですので、御努

力をお願いしたいと思います。

では、次に移ります。子供の医療費の無料化

充実について、この課題も度々取り上げてまい

りました。知事も毎回「それは国のやるべき仕

事」と御答弁されておりますが、私もそのとお

りだと思います。

しかし、全国もそうですが、県内自治体は総

じて中学校まで医療費無料化を行っています。

それだけ住民要求は強く、各自治体はそれに応

えているわけです。

現在、県の助成は就学前までで止まっており

ますが、県の助成を増やすことが各自治体の充

実につながってまいります。

そこで、県の助成の対象を小学校まで、また

中学校までと増やすと、どの程度の予算が必要

になるのか、試算をお聞かせいただきたいと思

います。福祉保健部長、お願いします。

令和２年度の○福祉保健部長（川北正文君）

０歳から14歳までの人口１人当たり国民医療費

を基に、乳幼児医療費助成と同様に県の負担を

２分の１として試算しますと、小学校卒業まで

拡充した場合に約12.6億円、中学校卒業まで拡

充した場合はさらに約6.3億円、負担が増えるこ

とになります。

なお、一般的に年齢が上がるにつれて受診の

機会は少なくなることから、実際にはこの試算

額を下回ることが想定されます。

確かに一定の予算を必要と○前屋敷恵美議員

いたします。しかし、子育て支援で、将来の子

供たちへの投資と考える。これを全庁の共通の

認識にして、県の予算全体から見た予算の位置

づけをすることが大事だと思います。こうして

１歳でも２歳でも段階的に助成を増やしてい

く、このことが重要、必要ではないでしょう

か。

例を挙げますが、群馬県は、18歳までの医療

費無料化を10月から実施する方針を決めて、自

己負担なし、所得制限なしの予算化が図られた

と報道されております。ちなみに群馬県は、既

に平成21年から中学校卒業までの無料化実施を

行っている県でございます。

全国では、国の制度としての要求もしつつ、

県の責任も全うしようと努力をされておりま

す。宮崎県もこうした各県の努力に倣おうでは

ありませんか。何より安心できる子育てのため

に、ぜひ実現を図っていきたい。改めて知事の

御見解を伺いたいと思います。

子供の医療費に対する○知事（河野俊嗣君）

助成は、その健やかな成長と子育て家庭の経済

的負担の軽減を図る上で、大変重要な子育て支

援策と認識しております。

このため県では、市町村と連携して取り組ん

できたところでありますが、本来この制度は、

国の責任において全国一律に行われるべきもの

と考えております。全国知事会を通じて要望を

行っておりますほか、本県単独でも「みやざき

の提案・要望」の中で強く要望を続けていると

ころであります。
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このような中、国においては、次元の異なる

少子化対策の中で、子供の医療費助成に係る国

民健康保険の国庫負担の減額調整措置について

廃止が検討されておりまして、全国知事会等を

通じて要望を続けた結果と受け止めているとこ

ろであります。

全国一律の医療費助成の創設につきまして

も、引き続き、あらゆる機会を通じて、国への

働きかけを行ってまいります。

ぜひ併せて県の努力も行っ○前屋敷恵美議員

ていただきたい、このように思います。

次に、放課後児童クラブの充実について伺い

ます。

４年生の児童のお母さんから、放課後児童ク

ラブに申し込んだけれども、定数がいっぱいで

受け入れてもらえなかったというお話を伺いま

した。全ての地域や学校で起きている状況では

ないと思いますが、現在の放課後児童クラブの

状況はどうなっているのか、お聞かせいただき

たいと思います。福祉保健部長、お願いしま

す。

放課後児童ク○福祉保健部長（川北正文君）

ラブは、直近の調査結果である令和４年５月１

日時点において、県内22市町村で実施されてお

り、設置箇所数は285か所で、年々増加しており

ます。

なお、共働き家庭の増加などにより、利用希

望者も増加傾向にありますことから、待機児童

数は都市部を中心に依然として多い状況となっ

ており、令和４年５月１日時点で199人となって

おります。

仕事を持つ親にとっては、○前屋敷恵美議員

放課後の子供のことは本当に心配なことです。

放課後児童クラブを必要とする子供の受入れに

ついて、どう改善を図るのか伺いたいと思いま

す。福祉保健部長、お願いします。

児童が放課後○福祉保健部長（川北正文君）

を安心・安全に過ごせる居場所の確保は大変重

要であると考えております。このため県では、

事業の実施主体となる市町村に対して、施設整

備や運営に係る経費を支援するとともに、必要

となる人材を確保・育成するため、放課後児童

支援員の資格取得や資質向上のための研修を実

施しているところであります。

今後とも、増加する利用ニーズに対応できる

よう市町村と連携し、待機児童解消に向けて放

課後児童クラブの設置を進めてまいります。

ぜひ充実・整備を図ってい○前屋敷恵美議員

ただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。

次に移ります。今議会の補正予算で、技能検

定実技試験受検手数料助成事業に914万5,000円

が計上されました。１年前に補助を打ち切った

受検手数料の助成を、今回、補正予算で事業計

上した経緯をお聞かせください。商工観光労働

部長、お願いします。

技能検○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

定は国家検定であり、国において受検手数料の

減免制度が講じられておりますが、雇用保険財

政の悪化を背景に、令和４年度に減免対象が縮

小されました。

県といたしましては、関係団体等の意見を踏

まえ、ものづくり分野の人材確保、技能継承へ

の影響が懸念されるとして、あらゆる機会を捉

えて、減免措置の見直しを国に対して強く要望

してきたところでございます。

こうした中、今年１月、４年度全体の実績の

詳細が判明し、高校生の受検者数が約６割も減

少するなど、看過できない状況が確認されまし

たが、国の対応は依然見通せない状況でありま
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す。

このため、若者の技能離れを防ぎ、技能者の

裾野を広げるため、速やかな対策が必要と考

え、今回、減免対象を見直し前の水準に戻す県

単事業の創設をお願いいたしました。

この事業は令和７年までの○前屋敷恵美議員

３年間となっておりますが、その後はどのよう

に考えておられるのかお伺いしたいと思いま

す。商工観光労働部長、お願いします。

ものづ○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

くり分野を担う若年技能者の確保・育成や熟練

技能の継承は、全国共通の課題であり、国の減

免対象を見直し前の水準に戻すよう、今後とも

粘り強く国に要望してまいります。

その上で、本事業については、今後の国の動

向に応じ、必要な対応を検討することになると

考えております。

１年前に国が減免措置の対○前屋敷恵美議員

象を縮小して助成を打ち切ったときに、県は、

国の方針変更だから、他県も国の方針どおり縮

減を行う県が多いなどの理由で、受検者負担を

そのまま受け入れました。

とりわけ高校生など受検料が４倍にも引き上

げられた結果、今お答えがありましたが、昨年

度の受検者数は、コロナ前の令和元年度との比

較で、６割を超す生徒が受検を断念するという

結果となりました。

我が党は、若い世代のものづくりにかける夢

や意欲を摘んでしまうことは許されないと、受

検料の引上げに反対して、県の努力が必要だと

求めました。

今回の補正予算で、元に戻す手だてが取られ

たことは評価いたします。しかし、この１年間

で受検を諦めざるを得なかった人たちのことを

思うと、本当に胸が痛みます。今年の前期試験

にも間に合いませんでした。

なぜ影響を受ける若い世代への配慮、寄り添

うことができなかったのか、県の判断が適切で

はなかったと私は思います。現に九州では、大

分や佐賀、長崎などは、独自支援を決断いたし

ました。宮崎も県として負担軽減のための対応

を行うべきだったと思います。

国が減免措置を元に戻さない限りは、県が制

度化を図って、ものづくりを支える人材支援を

することが必要と思います。知事の答弁を求め

たいと思います。

全国的に熟練技能者の○知事（河野俊嗣君）

減少や若者の技能離れが進んでいる中で、技能

検定は、ものづくり分野を担う人材の確保と技

能の継承など、大変重要な役割を果たしている

ものと考えております。

県の助成事業の創設の経緯につきましては、

先ほど部長が答弁したとおりでありますが、全

国一律の減免制度を実施する国への要望を最優

先としながらも、４年度の実績等の分析を踏ま

え、速やかに県独自の負担軽減策が必要と判断

したところであります。

この件につきましては、昨年度、県議会から

も国への意見書を提出していただいており、県

といたしましても、減免措置の見直しが図られ

るよう、粘り強く国に要望してまいります。

あわせて、国への要求はも○前屋敷恵美議員

ちろんですけれども、その間は県がしっかりと

負担するなどして対策が必要かと思います。よ

ろしくお願いします。

今後もこうした判断が求められることが随所

で多々あるというふうにも思います。常に当事

者、県民の立場に立った県の判断がしっかりな

されることを求めるものでございます。

次に移ります。パートナーシップ宣誓制度導
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入について、改めて伺いたいと思います。

「同性婚認めずは憲法違反」と判断した名古

屋地裁に続いて、福岡地裁も「同性カップルが

婚姻制度による利益を享受できず、法的に家族

と承認されない不利益を被っている」「同性婚

認めぬ法は違憲状態」との判断を示しました。

違憲判断が司法の流れと今なっています。

全国の自治体でも、性的マイノリティーの

パートナー関係を自治体が承認するパートナー

シップ制度が、５月現在で12都府県、18政令市

を含む325自治体で導入され、人口の７割を超す

地域に広がっております。

宮崎県内では、前回質問したときより１自治

体増えて、10の自治体でパートナーシップ制度

が導入され、県の総人口の７割を超えて、大勢

になりつつあります。

私はこれまで、性の多様性を理解するための

県独自のハンドブックの作成・活用を提案して

まいりました。他県では随分前から進められて

いたものです。県は今年３月に作成したとして

見せていただきました。5,000部作成とお聞きし

ておりますが、どのように活用していくのかお

聞かせいただきたいと思います。総合政策部

長、お願いします。

「性の多様○総合政策部長（重黒木 清君）

性の理解にむけたハンドブック」につきまして

は、5,000部を作成し、市町村、企業・団体、学

校等に送付したほか、県立図書館や県の総合庁

舎の窓口などで、一般の県民向けに配布してお

ります。また、県の人権ホームページやインス

タグラムでも、その内容を広く紹介しておりま

す。

今後は、各種研修会やパネル展などのイベン

トにおきましても、啓発資料として大いに活用

したいと考えております。

このハンドブックにより、県民一人一人が多

様な性についての理解を深め、性的マイノリ

ティーの方々の悩みに寄り添い、応援するきっ

かけにしていただきたいと考えております。

ぜひその内容も、いろんな○前屋敷恵美議員

方の御意見も取り入れながら、さらに充実を

図って、活用を図っていただきたい、このよう

に思います。

県では、昨年３月、「宮崎県人権尊重の社会

づくり条例」が施行されましたが、どのように

具体化し実践しているのか、また今後どのよう

に進めていくのかお聞かせいただきたいと思い

ます。総合政策部長、お願いします。

県では、○総合政策部長（重黒木 清君）

県、市町村、県民等が力を合わせて、お互いの

人権を尊重し合い、あらゆる差別を解消し、誰

もが自分らしく生きていける平和で豊かな社会

を実現していくことを目的に、令和４年３月、

「宮崎県人権尊重の社会づくり条例」を制定し

ております。

この条例では、人権施策を総合的に推進する

ため、人権意識の高揚や相談体制の整備、人権

問題の分野ごとの施策に関すること等につい

て、基本方針を定めることとしております。

県では、この基本方針を今年度中に策定し、

性的マイノリティーを含む人権問題について、

必要な啓発や教育等を着実に実施してまいりた

いと考えております。

知事はこれまで、「条例で○前屋敷恵美議員

性的マイノリティーの方々の人権問題を含め、

誰もが自分らしく生きていける平和で豊かな社

会の実現を目指すことを明記した」と、このよ

うに述べられております。この条例の趣旨・目

的に照らしても、今や全国的な流れになってい

るパートナーシップ宣誓制度導入は、重要な役
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割を果たすと思います。

知事は、このパートナーシップ宣誓制度をど

のように受け止め、理解し、導入に向けてどの

ように考えておられるか伺いたいと思います。

パートナーシップ宣誓○知事（河野俊嗣君）

制度は、性的マイノリティーのカップルの生き

づらさの解消等を図ることを目的としまして、

宣誓を行ったことを自治体が証明することによ

りまして、地域において、婚姻に準じた行政や

民間のサービス等を受けられることが期待され

るというものであります。

この制度の導入につきましては、県民の皆様

が性的マイノリティーの方々の悩みや困り事を

知り、制度の必要性などを理解していただくこ

と、そしてサービスを提供する市町村の協力が

不可欠であります。まずは、このような基盤づ

くりに取り組むことが大変重要であると考えて

おります。

このため県といたしましては、引き続き、こ

の制度を含めた性的マイノリティーに関する人

権問題の県民への周知・啓発を行うとともに、

当事者の方や市町村との意見交換を行ってまい

ります。

多様性を認め合う社会への○前屋敷恵美議員

認識が広がりつつある中で、やはり不理解や差

別、それを阻もうとする人たちも確かにおられ

ます。だからこそ受け入れ難いと思っている

方々も含めて、マイノリティーの方々の生きづ

らさを解消するための手だて、共に生きていく

環境を不断の努力で実現することが必要なので

あって、パートナーシップ宣誓制度導入は、そ

の役割を果たすと私は思います。

確かに自治体との協力関係は必要です。しか

し、ほかの自治体もそうですけれども、県がこ

の制度を導入して、マイノリティーの方々の相

談窓口も含めて、自分を表現できる、こういう

ものを率先して示していくことが、これからの

広がりにつながると思います。ぜひ導入を図

り、積極的に県の役割を担っていただきたい、

このように思います。よろしくお願いいたしま

す。

最後になりましたが、県庁外来駐車場の受付

場所の整備についてですが、雨の日などはぬれ

ながら手続をしなくてはならない状態で、利用

される県民の方から改善の要求もいただいてお

ります。状況を調査の上、ぜひ改善に向けた検

討をしていただきたいのですが、総務部長、い

かがでしょうか。

来庁者が外来者駐○総務部長（渡辺善敬君）

車場を利用する際は、庁舎管理上、必要であり

ますので、受付にて利用簿に所要事項の記入を

お願いしております。

御指摘のありました点につきましては、県と

しても把握しているところであり、風雨が激し

い日などは、警備員が来庁者から行き先を聞き

取り、記入するなどの対応を行っております。

さらに、来庁者に御不便をおかけしないよう

にするための工夫を検討してまいりたいと考え

ております。

私も以前から気になってい○前屋敷恵美議員

たことではあったんですけれども、そういうお

声を直接いただきまして、やはり県民サービス

としても、しっかり改善、整備を図っていただ

きたい、このように思います。よろしくお願い

いたします。

以上で質問の全てを終わります。ありがとう

ございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○濵砂 守議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。
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午前11時49分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開○日高博之副議長

きます。

次は、安田厚生議員。

〔登壇〕（拍手） こんにち○安田厚生議員

は。今朝、県北では大変な大雨が降りました。

激しい雨音で目を覚ましたところであります。

災害が起きるんじゃないかなと心配したところ

であります。

昨年、台風第14号で大きな被害を受けた諸塚

村の村長から、退任の日にお手紙を頂きまし

た。一部抜粋して御紹介をさせていただきま

す。

諸塚村では、平成17年の台風第14号以降、

土地を最大６メーターかさ上げするなどの対

策が行われてきましたが、昨年の台風でも耳

川があふれ、再び中心部の商店街などを濁流

が襲いました。

さらに商店街下流の店舗（居酒屋、ガソリ

ンスタンド、自動車整備工場など）の事業者

は対策対象区域外にありまして、平成17年の

台風第14号に続いて壊滅的な被害を受けまし

た。災害に屈することなく再開に取り組んで

いるガソリンスタンドと自動車整備工場であ

りますが、今後このような被災があった場合

は、再開はあり得ないと断言しています。

なお、浸水被災者においても、今後このよ

うなことがあれば住むのを断念するしかない

と悲痛な声を漏らしております。このことは

村存続や創生に死活問題であると思います。

現地を再確認及び被災者の声をしっかりと聞

いていただき、防災対策を取っていただくよ

うお願いします。

とありました。

デスクマットに挟んで、この手紙を読むたび

に、防災対策の重要性を感じているところであ

ります。大変気の引き締まる思いであります。

今年の台風などにおける災害を心配する中、

気象庁は６月、エルニーニョ現象が発生したと

見られると発表いたしました。西日本豪雨や台

風で大きな被害が出た2018年とよく似た状況に

なると見られています。

異常気象が起こる可能性が高いと予測されて

いますが、不安を抱えたまま今夏を迎える方々

がいます。耳川の諸塚村中心部における台風

第14号浸水被害に対して、復旧・復興への知事

の思いをお伺いいたします。

以上、壇上からの質問とし、以下の質問は質

問席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。諸塚村中心部の復旧・復興についてであり

ます。

この諸塚村中心部は、平成17年の台風第14号

で壊滅的な被害を受けております。私も当時、

防災担当の総務部長として、被災直後、坂副知

事とともに現場を視察し、あの泥だらけの道

路、まだ生々しい様子を現場で実際に拝見いた

しました。

その後、堤防整備や宅地のかさ上げなどを

行ってまいりましたが、昨年９月の台風では、

平成17年に匹敵する豪雨となり、整備による一

定の効果はあったものの、護岸に打ち上げられ

た河川の水が堤防の一部を超えたほか、ガソリ

ンスタンドなどが再度、浸水被害を受け、大い

に私も胸を痛めたところであります。

私自身、被災地に足を運ぶ中で、住民の方々

が地域の将来のため、復興に向けて懸命に前へ

進もうとされている姿を目の当たりにし、また
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様々な御意見も伺い、先月は泊まりがけで諸塚

に行ってまいりまして、様々な御意見もいただ

きました。「がんばろう諸塚！」というあのの

ぼり旗、これも非常に印象的なものがありま

す。改めて、地域を守らなければならない、防

災・減災対策に力を入れていかなくてはならな

い、その思いを強くしたところであります。

まずは、河川の水が超えた部分の堤防かさ上

げや、浸水被害のあった区間の河川掘削を急ぐ

とともに、引き続き、耳川流域における復旧・

復興につきまして、国や市町村と連携し、地域

の方々に寄り添いながら、しっかりと取り組ん

でまいります。以上であります。〔降壇〕

昨年の台風災害を教訓に対策○安田厚生議員

をお願いしたいと思います。また、対象になら

ない地域に当たっては、河川の掘削等を急いで

いただきたいと思います。ガソリンスタンド等

は屋根の近くまで水が上がり、今度は、その

泥、土砂を出す作業に大変苦労したような感じ

で、私もそれを見ていましたので、ぜひ掘削作

業をお願いいたします。

美郷町和田地区においては、台風第14号の接

近時に、西郷ダムにおいてダム通砂運用を実施

しました。土砂が堆積し、その後、河川掘削が

行われましたが、防災・減災、国土強靱化緊急

対策事業を積極的に活用し、自然災害から県民

の生命と財産を守るために、防災・減災対策を

講じるべきだと思います。美郷町和田地区にお

ける今後の河川掘削工事の予定について、県土

整備部長にお伺いします。

美郷町和田地○県土整備部長（原口耕治君）

区におきましては、これまでに河川の掘削を実

施してまいりましたが、昨年の台風第14号に伴

う豪雨により、耳川の水位が上昇し、家屋等の

浸水被害が発生したところであります。

このため、直後に浸水状況調査や地区周辺の

測量を行うとともに、台風で堆積した土砂の除

去に着手し、本年５月までに約２万立方メート

ルの掘削を完了したところです。

今後も、本格的な台風シーズンを前に、地元

の皆様の御意見を踏まえ、さらなる掘削工事を

実施してまいります。

また、掘削工事に合わせて、抜本的な浸水対

策についても、引き続き地元との意見交換を行

い、国と協議しながら、しっかり取り組んでま

いります。

３月の末に行われた和田地区○安田厚生議員

の被災者の会に出席させていただきました。ま

だ方向性が決まっていないようでございます。

また、県のほうからも浸水対策を推進してほし

いと思っております。

諸塚村七ツ山の国道327号で、仮橋を架ける工

事が完了し、交互通行ができるようになりまし

た。県内初の権限代行により、県に代わり国が

仮橋を架ける応急復旧工事を行いました。

地域の住民からは、道路が通れなかったため

本当に苦労したと、待ちに待った開通だと話し

ておりました。この開通により、諸塚村と椎葉

村との往来は、被災前と同じ程度の時間ででき

るようになりましたが、残る椎葉村の松尾地区

における災害復旧状況について、県土整備部長

にお伺いいたします。

国道327号の松○県土整備部長（原口耕治君）

尾地区につきましては、昨年９月の台風第14号

により、道路が大きく崩壊し、通行止めとなっ

ているため、地域の皆様は、村道へ迂回するこ

とを余儀なくされております。

当該箇所については、被災直後から調査・設

計などを行い、年内の通行再開を目指して、３

月までに工事契約を終え、工事用道路などの仮
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設工事や鋼管ぐいなどの材料調達に着手し、現

在は、崩壊箇所の路側構造物などの本体工事を

鋭意進めているところであります。

国道327号は、地域住民の生活や経済を支える

大変重要な道路でありますので、引き続き、一

日も早い復旧に向けて、しっかり取り組んでま

いります。

ありがとうございます。年内○安田厚生議員

の開通に向けて頑張っていただきたいと思って

おります。

椎葉村の中心部へ向かうには、まだ一部村道

を通る迂回路になっています。１日でも早い通

行ができるようにお願いいたします。

美郷町南郷区又江の原地区で盛土が崩壊し、

その土砂が治山ダムを破壊しました。４つの農

家では、田んぼ約50アールで収穫前の稲に被害

が出ました。早期復旧されたおかげで、今年も

無事に田植えができたそうです。感謝いたしま

す。

一方で、復旧工事が遅れている地域が見られ

ます。甚大な被害が発生した台風第14号による

農地・農業用施設の災害復旧事業について、県

全体と東臼杵地域の着手状況及び今後の見通し

について、農政水産部長にお伺いいたします。

昨年の台風○農政水産部長（久保昌広君）

第14号災害では、河川の増水などによる農地の

埋没や、斜面の崩落による用水路の寸断など、

大きな被害が発生しました。

このうち、災害復旧事業により市町村が事業

主体となって工事を行うものは、県全体で

約1,000件となっており、営農に影響があるなど

緊急性が高いものから順次復旧工事を進めてお

ります。現在のところ、県全体では約４割、東

臼杵地域では約６割に着手しているところで

す。

県としましては、来年度の営農に影響がない

よう、本年度中の工事完了に向け、市町村と協

力して復旧・復興に取り組んでまいります。

水田の中に河川の石や流木が○安田厚生議員

流れ込み、今年の田植えを見送るところもある

ようです。来年には田植えができるよう、復旧

をお願いいたします。

次に、ヤマメの不漁対策についてお伺いいた

します。

渓流ヤマメ釣りが椎葉村の河川で解禁となり

ました。例年、週末になると県外から多くの釣

り客が訪れ、この時期にはヤマメ釣りを楽しむ

姿が多く見られる椎葉村でありますが、今年は

ヤマメが釣れず、客も少ないといいます。

椎葉村では、昨年９月の台風の影響で記録的

な不漁となっていますが、土砂崩れによって大

量の土砂が流れ出し、川の状況が変わったこと

で、少しの雨量でも川が濁るという影響が出て

います。椎葉村における昨年９月の台風第14号

に伴うヤマメ不漁対策について、農政水産部長

にお伺いいたします。

椎葉村は、全○農政水産部長（久保昌広君）

国でも有数のヤマメ釣りの名所であり、毎年、

県内外から多くの釣り愛好家が訪れ、地域経済

への貢献も大きいことから、昨年の台風による

影響は大きな問題と認識しております。

椎葉村漁協の話によると、河川に土砂が流入

し、ヤマメの隠れ場や餌となる昆虫が激減して

おり、元の河川環境に戻るまではしばらくかか

るとのことであります。

このため県では、内水面の漁業団体と連携

し、これまで実施してきたヤマメの稚魚の放流

について、その一部を環境変化に強い成魚の放

流に変更することとしております。

今後とも、関係団体と連携し、放流や増殖活
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動などを通じて、ヤマメ資源の回復に取り組ん

でまいります。

ヤマメだけでなく、今月から○安田厚生議員

解禁になったアユ釣りも、川の濁りがひどく、

不漁のようでございます。ヤマメの成魚を放流

していますが、隠れる場所がなく、鳥に食べら

れてしまうことも多いようでございます。椎葉

の川が元の姿を取り戻すには、もう少し時間が

かかるんじゃないかなと考えているところであ

ります。観光への影響も心配されますので、河

川環境整備と継続して成魚の放流をお願いいた

します。

次に、森林づくりについてお伺いいたしま

す。

昨年９月の台風第14号が県内で大きな被害を

もたらしました。山間地域の方々からは、「災

害に強い森林づくりが必要で、このままでは山

が壊れてしまう」と提言がございました。ま

た、山腹崩壊や大量の流木が発生し、各地域に

被害を引き起こす要因にもなります。山間部を

抱える地域にとっては心配です。

台風や線状降水帯は、これから頻繁に発生す

る可能性があります。流木災害の発生する要因

の一つは、森林整備の遅れなどが問題でありま

す。災害の緩和など公益的機能を持つ森林整備

が必要と思われますが、災害に強い森林づくり

について、県の取組状況を環境森林部長にお伺

いいたします。

災害に強い森○環境森林部長（殿所大明君）

林づくりに向けては、適切な再造林や森林整備

の実施により、樹木の根の発達を促し、森林を

健全な状態に保つことが重要であります。

このため県では、森林所有者に対し、伐採後

の再造林や除間伐を支援するとともに、特に水

源涵養や山地災害防止機能の高い森林において

は、県の森林環境税を活用し、伐採後の速やか

な再造林や広葉樹の植栽等を支援しておりま

す。

さらに、今年度から、これまでの取組に加

え、「再造林の意識醸成」「造林作業を担う人

材の確保・育成」「造林に取り組む事業体の育

成」の３つの視点で、再造林対策を強化するこ

ととしております。

今後とも、市町村や森林組合等と連携して、

災害に強い森林づくりに積極的に取り組んでま

いります。

ぜひ再造林対策を強化してい○安田厚生議員

ただきたいと思います。森林が荒れると、洪水

や土砂災害などの要因になります。森林を育て

ることは、土砂災害を防止することだけでな

く、地球温暖化防止にも効果がありますので、

災害に強い森林づくりを推進してください。お

願いいたします。

次に、３次元点群データについてお伺いいた

します。

静岡県熱海市で土石流災害が発生いたしまし

た。こうした災害の場合は、まず地質調査会社

がヘリコプターなどを飛ばして現地を調査いた

します。その後、調査を集約、分析するため

に、これまで、かなりの時間がたってから現場

の状況が明らかになっていました。ところが、

今回の土石流災害は、災害現場があっという間

に３Ｄモデル化され、救助作業や災害の原因究

明などに役立てられました。その速やかさが話

題になりました。

昨年、デジタル化推進対策特別委員会で、静

岡県の３次元点群データ整備、オープンデータ

化の取組について調査いたしました。静岡県庁

では、３次元点群データをオープンにし、第三

者に無償提供することで、新しい価値・サービ
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スが生まれています。

静岡県の３次元点群データの活用は、被災時

の原因究明に役立てられ、被災後データとの比

較で、被災程度の把握や災害復旧の効率化が図

られております。また、土木分野での業務負担

軽減や誤伐・盗伐の問題解決、スマート農業・

林業への利用など、様々な価値を生み出してい

ます。本県においても、道路の決壊や土砂崩れ

などの大きな災害が起きた場合に、この３次元

点群データを活用すれば、早く情報収集ができ

ると思いました。

そこで、災害時の被害状況の把握などにも活

用できる３次元点群データ整備について、どの

ように考えているのか、総合政策部長にお伺い

いたします。

３次元点群○総合政策部長（重黒木 清君）

データは、複雑な地形や建物などを正確な位置

情報を持つ点の集合体として、立体的に表示す

ることができるデジタルデータであります。

このデータは、例えば、土砂災害発生後の現

場の概況を素早く把握でき、復旧作業の計画を

立てるための基礎資料として活用できるなど、

デジタル社会推進の基盤として、今後、利活用

が注目されている技術であると認識していると

ころであります。

しかしながら、どのような分野で活用ができ

るのか見極める必要があることに加え、県内全

域のデータを整備するためには、大量なデータ

の解析と整理に、一定の時間と多大なコストが

かかると伺っておりますことから、先行する自

治体の取組を参考にしつつ、今後、関係する各

部局と連携して、研究・調査を進めてまいりま

す。

映像や地図だけでは分かりづ○安田厚生議員

らい立体的な被害状況の把握に効果があり、災

害原因の分析や対策などに利用されるようにな

ればと思いますので、大変コストがかかると思

いますが、御検討のほうをよろしくお願い申し

上げます。

次に、相続未登記農地についてお伺いいたし

ます。

所有者が不明の農地が増えており、今後、県

においても、大きな課題になることが予想され

ます。所有者不明の土地は国土の約２割を占め

ており、多数に及ぶ相続人の探索に多大なコス

トを要することにより、農地では担い手への集

積・集約化が進まないなど、問題となっていま

す。

県における相続未登記農地及び相続未登記の

おそれがある農地面積、特に中山間地域では、

資産価値が低く、未登記のままにされているこ

とが多いと聞いております。こうした所有者不

明の農地等の拡大は、災害復旧をはじめ、担い

手への集積・集約化のための圃場整備の妨げに

なるのではないかと思われていますが、相続未

登記農地等の県内状況について、農政水産部長

にお伺いいたします。

本県の相続未○農政水産部長（久保昌広君）

登記農地等につきましては、令和３年度に農林

水産省が実施した全国実態調査結果によります

と、２万2,380ヘクタールであり、本県の農地台

帳上の農地面積の約３割となっております。

現在、相続で農地の権利を取得した場合に

は、農地法に基づき、農業委員会への届出が義

務づけられているところでありますが、令和３

年の不動産登記法の改正により、令和６年４月

からは、相続登記の申請が義務化されることに

なります。

このため、県としましては、県農業会議をは

じめ、市町村や農業委員会とともに、農地の適
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切な相続手続について、さらなる周知を図って

まいります。

担い手への農地の集積・集約○安田厚生議員

化を進める上でも大切になると思いますので、

対策と義務化されるということも周知を図って

いただきたいと思います。

次に、ヤマビルについてお伺いいたします。

知事もヤマビルの話を美郷町の議員さんから

聞いたと思いますが、美郷町ではヤマビルなど

いなかったのに、この頃はヤマビルが繁殖し、

仕事にならないと相談を受けました。このまま

では生息域を拡大するのではと心配されていま

す。

ヤマビルが里山まで生息域を広げてきた背景

には、森林の荒廃、ヤマビルの運搬役となる野

生の動物、鹿やイノシシなどの増加及び生息域

の拡大が要因と考えられます。

また、放置された森林等が増えており、伐採

や草刈りなど手入れが行き届いていない場所で

は、光が当たらず、湿度が高い状態となり、ヤ

マビルにとって定着・繁殖しやすい環境となっ

ています。

ヤマビルも生息域を拡大させ、人への吸血被

害の拡大につながっています。自然公園の施設

利用者に対するヤマビル対策について、環境森

林部長にお伺いいたします。

ヤマビルは、○環境森林部長（殿所大明君）

本県も含めて東北地方以南の全国各地に生息し

ており、毒性や媒介される病原体などはないと

されています。

しかしながら、かまれると出血を伴い、傷口

からの細菌感染の危険もあることから、県内の

自然公園では、施設管理者が看板を設置するな

ど、利用者への注意喚起を行っている事例もあ

ります。

県としましては、自然公園のホームページに

おいて、肌を露出しないなど服装に気をつける

ことや、スプレーなどの忌避剤の使用等を周知

してまいります。

地元では、ヤマビルの生息域○安田厚生議員

は拡大傾向にあります。山間地域を中心に、ヤ

マビルの吸血被害が発生しています。ヤマビル

による被害を食い止めるには、ヤマビルへの理

解を深めることや、総合的な防除対策が必要で

ありますので、ヤマビル被害防止に向けて効果

的な取組が進められるようお願いいたします。

ヤマビルにかまれますと、30分は血が止まらな

いような状況になっているようでございますの

で、対策をお願いいたします。

次に、河川パートナーシップ事業についてお

伺いいたします。

令和３年11月定例会でも質問させていただき

ましたが、河川パートナーシップの参加者は高

齢化が進み、体力的にも大きな負担となってい

ます。また、猛暑日の増加などにより、草刈り

の環境は厳しさを増しているところでございま

す。

五十鈴川の堤防の調査をした際、草刈りを

行っている河川パートナーシップの方から、

「燃料費も値上がりし、賃金も上げようとして

いる時代に、今の報奨金は安過ぎる」との声が

上がりました。「堤防が荒れると困るので、作

業はするけど、少し考えてほしい」とのことで

した。

令和４年度は735団体に活動していただいてい

るところでございますが、報奨金については約

１億円を支払われているようです。もし高齢化

等の理由で３割の団体が事業を断念した場合、

財政負担は多額になると予想されます。

県では、自走式草刈り機の貸出し制度を試行
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的に導入されておりますが、導入されていない

土木事務所もあります。

この事業を継続してほしいと考えています

が、河川パートナーシップ事業における報奨金

の見直しと、自走式草刈り機の導入状況につい

て、県土整備部長にお伺いいたします。

河川パート○県土整備部長（原口耕治君）

ナーシップ事業につきましては、議員御指摘の

とおり、近年の物価上昇等の影響もあり、報奨

金の見直しを求める声をいただいております。

このため、今年度は、活動団体に対して、作

業時間や人数、燃料代などの実態調査を行い、

設定金額の検討を行うこととしております。

また、自走式草刈り機の導入につきまして

は、現在、活動団体数の多い４つの土木事務所

に草刈り機を配備し、貸出しを行っているとこ

ろでありますが、その利用状況や活動団体の皆

様からの御意見等を踏まえ、他事務所への配備

について検討してまいります。

今後とも、河川パートナーシップ事業を推進

し、良好な河川環境の確保に努めてまいりま

す。

先週の日曜日に、雨が降る○安田厚生議員

中、地域の方々と堤防の草刈りの整備をいたし

ました。地域の方々は１週間前から作業の準備

や草刈りをして、当日、日曜日でございます

が、29名の参加者と作業いたしました。

この作業を年に２回行います。特に堤防のの

り面の草を刈るときが大変でございます。参加

者からは、のり面の整備の要望がございまし

た。そのことを含め、報奨金の見直しと自走式

草刈り機の導入をお願いしたいと思います。

国道10号門川日向拡幅財光寺地区の延長1.2キ

ロが６月24日に開通いたします。この事業は昭

和45年に事業化され、完成までに53年間かかり

ました。門川町内の船越から梶木においては平

成６年に開通いたしました。約30年前のことで

あります。当時は狭く、渋滞のひどい国道だっ

たと思い出されます。開通する国道10号財光寺

地区の４車線化により、どのような効果が生ま

れるのか、県土整備部長にお伺いいたします

国道10号財光○県土整備部長（原口耕治君）

寺地区につきましては、平成14年度に工事に着

手され、平成17年度の塩見大橋の４車線化な

ど、順次整備が進められたところであり、今月

には、全ての区間で４車線化が完了することと

なります。

財光寺地区の４車線化により、渋滞緩和や走

行時間の短縮に伴う輸送の効率化など、地域経

済の発展に大きく寄与するものと考えておりま

す。また、災害時や救急医療における安定的な

輸送の確保など、防災や医療面においても様々

な効果が期待されております。

県としましては、関係機関と連携を図りなが

ら、国道10号をはじめとする人流・物流を支え

る道路ネットワークの構築に取り組んでまいり

ます。

道路整備は、地域間の交流や○安田厚生議員

経済活動を支える最も重要な社会資本でござい

ます。今回の開通が、観光面、また物流面な

ど、大きな効果をもたらすことを期待いたしま

す。

国道10号の土々呂地区周辺での渋滞は依然と

して極めて深刻な状況であります。渋滞を避け

るため、県道や広域農道、住宅地へ車が流れ、

事故も懸念される状況であります。

国道10号は、県北の住民の日々の暮らしを支

える道路であります。また、沿線には工業地や

港もあり、今後ますます重要性が増してくる国

道だと考えているところであります。
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そこで、国道10号土々呂地区の渋滞対策をど

のように進めていくのか、県土整備部長にお伺

いいたします。

土々呂地区の○県土整備部長（原口耕治君）

渋滞対策につきましては、これまでに、土々呂

町交差点などでの右折レーン設置工事や、信号

機の表示時間の調整などが実施されてきたとこ

ろであります。

このほか、国道10号に並行する延岡南道路に

おいては、令和２年３月から通行料金の変更が

実施され、延岡南道路への大型車の交通転換が

見られるなどの効果も確認されておりますが、

国道10号においては、依然として、朝夕を中心

に渋滞が発生している状況にあります。

県としましては、引き続き、国・県・市など

で構成される「宮崎県交通渋滞対策協議会」を

はじめ、様々な機会を通じて、ソフト・ハード

を含めた効果的な対策について協議を進めてま

いります。

渋滞・安全対策として、地元○安田厚生議員

から、整備などについて、いろいろ要望、意見

があったと伺っております。

期間限定で大型車を中心に高速料金の引下げ

を行い、一定の効果が見られておりますが、渋

滞には、国道10号土々呂地区の４車線化をして

いくのが一番だと考えているところでありま

す。県北地域に住んでいる方々にとってもいい

と思うんですが、県北の議員さんはどうでしょ

うか。大丈夫ですか。

地元も改善を望んでいると伺っています。ま

た、門川町船越地区では、大雨が降ると国道が

浸水し、交通ができないこともありますので、

そのことも含め、国に要望してほしいと思いま

す。知事、永山副知事、よろしくお願いいたし

ます。

次に、マイナンバーカードの利用についてお

伺いいたします。

総務省が公表した令和５年４月末時点におけ

る本県のマイナンバーカード交付率は81.8％で

あり、都道府県では第１位となっております。

期待と不安がある中、これだけ普及に成功した

カードはないと思います。マイナンバーカード

を活用するサービスのトラブルが続いておりま

すが、効率的な行政サービスを進めていくため

のカードになると期待をしているところであり

ます。

町民から、門川町もコンビニの証明書交付

サービスで住民票の写しが取得できるようにな

らないだろうかと相談を受けました。コンビニ

エンスストア等において、マイナンバーカード

を活用した住民票や戸籍謄本等の発行サービス

を利用できる自治体とできない自治体がありま

す。自治体によって取組の進捗に差が生じては

いけないと思います。

門川町では、コンビニでの取扱いについて検

討しているようでありますが、システム改修に

多額の予算が必要で、なかなか進まないようで

ございます。県内におけるマイナンバーカード

を活用した各種証明書のコンビニ交付の状況に

ついてお伺いいたします。

また、活用が進んでいない市町村に対して県

が支援する考えはないのか、総合政策部長にお

伺いいたします。

マイナン○総合政策部長（重黒木 清君）

バーカードを利用して、端末から各種証明書を

取得できるコンビニ交付サービスについて、県

内では、住民票や戸籍、税など既存の証明書に

ついては、９市３町が対応しております。ま

た、新型コロナワクチン接種証明書につきまし

ては、23市町村が対応しております。
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県としましては、市役所等に出向くことな

く、休日等にも対応している当サービスが住民

の利便性向上につながりますことから、関係機

関と協力して、市町村に対して説明会などを実

施してきたほか、デジタル田園都市国家構想交

付金などを活用した当サービスの導入支援を

行ってきたところであります。

今後とも、交付金などの継続について国に働

きかけるとともに、当サービスの重要性を啓発

するなど、市町村に必要な支援を実施してまい

ります。

マイナンバーカードのトラブ○安田厚生議員

ルにつきましては、国のシステムをきちんと改

善していただき、県民の皆様にマイナンバー

カードで便利になったと感じていただけるよう

努めていただきたいと思います。市町村の取組

の進捗に差が出ないように、きめ細かな実装支

援を行うことを要望いたします。

高齢者を中心とした特殊詐欺による被害は、

本県でも後を絶たず、警察でも様々な対策を

行っているが、一向に減少の兆しが見えず、県

民の安全・安心な生活を脅かす深刻な課題と

なっています。高齢者が特殊詐欺の被害に遭う

ことが多く、その手口は多様化しています。詐

欺の手口や対策について、情報共有を図ること

が大事であります。

そこで、高齢者被害の特殊詐欺の現状につい

て、その手口を含めて、警察本部長にお伺いい

たします。

県内の特殊詐欺○警察本部長（山本将之君）

被害につきましては、令和４年中に52件を認知

し、うち高齢者の被害は29件と、全体の55.8％

を占めております。

高齢者被害のうち、最も多い手口は、パソコ

ンのウイルス除去費用や、有料サイト利用料等

を名目に支払うべき料金があるとだます架空料

金請求詐欺で、19件、約3,500万円の被害が発生

しました。

また、官公署を名のり、税金還付に必要な手

続とだまして被害者にＡＴＭを操作させ、口座

間送金させるなどしてお金をだまし取る還付金

詐欺が、８件、約900万円の被害となっておりま

す。

特殊詐欺被害は、全国におい○安田厚生議員

て、全体の８割が最初に固定電話に電話してい

たことが分かりました。電話によるオレオレ詐

欺などの事案が多いことから、電話による対策

が必要であります。電話機本体に接続すること

で、呼出し音が鳴る前に、発信者に対して通話

内容を録音することを知らせる機能及び自動通

話録音機能を備えた装置を貸し出す事業などの

対策が一定の効果を発揮してくると考えていま

す。

自動通話録音機の普及のための啓発活動や支

援について、警察本部長にお伺いいたします。

議員御指摘のと○警察本部長（山本将之君）

おり、特殊詐欺の被害防止対策としては、固定

電話にかかってきた犯人からの電話に出ない、

これが大変重要であり、警察では、県内の高齢

者クラブの中から、被害防止モデル地区とし

て25地区を指定し、自動通話録音機設置の啓発

を行っているほか、モデル地区以外の方にも、

ホームページや様々なイベント等の機会を通じ

て、自動通話録音機設置普及のための啓発活動

を行っております。

これらにより、本年５月末現在で、県警察が

保有する自動通話録音機418台のうち、367台を

無償で貸し出しているところです。

結構な数が貸出しをされてい○安田厚生議員

るところでありますので、今後とも貸出し制度
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の継続をお願いいたします。

次に、猟銃についてお伺いいたします。

長野県中野市の立て籠もり事件で逮捕された

男性が、長野県公安委員会から猟銃や空気銃の

所持許可を得ていた手続に問題があったとの報

告は、現時点では受けていないと報告されまし

た。

銃を所持することに対して、日本は、恐らく

世界でも厳しい国だと思います。県内における

令和４年末の猟銃許可者数と、許可された猟銃

の丁数を伺いたいと思います。

また、猟銃許可者に対してどのような講習が

行われているのか、警察本部長にお伺いいたし

ます。

銃砲刀剣類所持○警察本部長（山本将之君）

等取締法に基づき、県内で許可を受けて猟銃を

所持されている方の数は、令和４年末で1,818名

であり、許可登録されている猟銃の丁数は2,440

丁であります。

猟銃許可者に対する講習につきましては、新

たに猟銃許可を受ける際には、考査試験のある

初心者講習と、実技を行う射撃教習を受講する

ことが義務づけられております。

また、３年ごとの許可更新の際には、関係法

令や猟銃の保管管理等に関する経験者講習と、

実技を行う技能講習を受講することが義務づけ

られております。

猟銃所持許可はもともと難し○安田厚生議員

いと聞いておりましたが、今回の猟銃立て籠も

り事件を機に、さらに厳しくなるのではないか

と心配されています。猟銃所持許可に当たって

は、どのような審査をしているのか、警察本部

長にお伺いいたします。

猟銃所持許可の○警察本部長（山本将之君）

審査では、銃砲刀剣類所持等取締法に規定され

ている所持の欠格事由の該当性を確認すること

とされております。

警察におきましては、講習修了証明書、医師

の診断書、その他の申請書を確認するととも

に、銃刀法違反等の一定の犯罪経歴や行政処分

歴がないことを確認するほか、他人の生命もし

くは財産または公共の安全を害し、あるいは自

殺するおそれ等がないかを確認するため、本人

や同居人に面接をし、近隣居住者等に対する聞

き取りを行った上で、猟銃及び弾薬の保管状況

の実地確認を行うなど、厳正な審査を行ってお

ります。

猟銃の所持許可は言うまでも○安田厚生議員

ありませんが、日本の銃の規制が非常に厳しい

ものだと分かりました。ありがとうございまし

た。

次に、人口減少対策についてお伺いいたしま

す。

2022年の１年間に県内で生まれた赤ちゃん

は7,136人、出生率は全国で２位の1.63でありま

す。

知事選挙の討論会で知事は、「少子化対策、

社会減対策を徹底して取り組んでいきたい。出

生率は1.63から1.8を目指したい。出会い、結

婚、妊娠、出産、子育て、様々なステージにき

め細かな支援を行い、子供を産みやすい環境づ

くりに取り組んでいきたい」とのことでありま

した。今後の人口減少対策の在り方について、

知事の考えをお伺いいたします。

本県では、これまでも○知事（河野俊嗣君）

人口減少に真正面から向かい合い、自然減と社

会減の両面から対策に取り組んでまいりまし

た。この結果、全国でも上位の出生率を維持す

るとともに、課題でありました高校生の県内就

職率の改善や、移住世帯の増加などの成果も見
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られているところであります。

一方で、コロナ禍において婚姻数が減少する

中、出生数は急激に減少しており、人口減少対

策は引き続き喫緊の課題であると認識しており

ます。

今日も傍聴席に多くの学生さんが来られてお

りますが、コロナ禍の中で、出会いも恋愛もな

かなかままならない状況であったのではないか

なと思います。こうした若い世代も含め、早く

コロナ前の生活リズムを取り戻していこうと、

それが大変重要だと考えております。

出生数の回復に向けましては、今年度から

「出逢い」の視点を加えた「ひなたの出逢い・

子育て応援運動」に取り組むほか、前例にとら

われない新たな施策も積極的に展開することと

しております。

また、社会減の抑制に向けましては、新たな

アクションプランの柱の一つに「社会減ゼロ」

を掲げまして、魅力的な雇用の創出によります

若者・女性の県内定着、移住促進などに取り組

むとともに、デジタル技術の積極的な活用によ

る地域生活の維持や産業振興に取り組んでまい

ります。

これらの施策を県民一体となって推進し、人

口減少下にあっても、安心と希望を持てる県づ

くりを進めてまいります。

人口減少対策を最優先で取り○安田厚生議員

組んでほしいと思います。また、地域で子育て

しやすい機運づくりも進めていただきたいと思

います。

次に、宮崎県移住支援金事業の実績について

お伺いいたします。

若い世代が進学や就職で県外に行っていると

いう状況を踏まえ、社会減対策も重要でありま

す。高校生の県内就職率を高めることや移住推

進、特に若い世代の移住への関心の高まりを捉

え、子育て世代の移住を推進するため、本県に

おいても安心して子育てできる環境を整えてい

くことが重要であります。

そこで、宮崎県移住支援金事業の概要と実績

について、総合政策部長にお伺いいたします。

移住支援金○総合政策部長（重黒木 清君）

事業につきましては、移住の促進及び地域の人

材確保を図るため、県内企業への就職など一定

の要件を満たす移住者に対しまして、市町村を

通じて支援金を支給するものであります。

主に東京23区からの移住者を対象とする国の

事業に加え、本県独自の取組としまして、国の

事業の対象とならない東京、名古屋、大阪の都

市圏及び福岡県からの移住者も対象としている

ところであり、支給額としましては、世帯で100

万円、単身で最大60万円のほか、18歳未満の世

帯員１人当たり最大100万円の加算枠を設けてお

ります。

また、これまでの実績につきましては、事業

を開始した令和元年度から毎年増加し、令和４

年度が269件、累計で528件となっており、移住

促進及び人材確保につながっているものと考え

ております。

意外と利用者が多いことに驚○安田厚生議員

いたところでございます。地方への移住や働き

方に関心が高まっていると感じました。

移住先での住居形態としては、新築の持家の

割合は低く、その分、中古の持家を希望する割

合は高まっています。移住先の地方における空

き家の利用が進むと期待されています。

政府は、空家対策特別措置法を改正し、空き

家の管理強化や利活用を促進する方針を打ち出

しており、全国的に対策が急務となっていま

す。移住促進に向けた空き家の利用について、
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どのように取り組んでいくのか、総合政策部長

にお伺いいたします。

県外からの○総合政策部長（重黒木 清君）

移住に際しましては、住居の確保が何よりも重

要なことから、移住者向けホームページにおい

て、居住可能な空き家情報を掲載するととも

に、市町村が行う空き家バンクの運営や、移住

者向けの空き家改修などを支援しております。

さらに、空き家の活用に当たっては、他人が

住むことに抵抗感のある所有者も少なくないこ

とから、利活用を啓発するハンドブックを作成

し、理解促進に取り組んできたところでありま

す。

今後とも、このような取組を市町村と連携し

ながら推進し、移住者の受入れ環境の整備に努

めてまいります。

県内の空き家のうち、長期不○安田厚生議員

在の空き家は約５万戸と推計されております。

空き家の対策を進めるようお願いいたします。

岸田総理が掲げる「次元の異なる少子化対

策」の展開に向け、具体的な対策が昨日公表さ

れました。児童手当の所得制限の撤廃や、男性

の育児休業の取得促進などが主であります。

今回の補正で掲げておられる子育て支援につ

いて、若い世代の多様なニーズに向き合ってい

ると感じました。６月補正予算の少子化対策事

業に関する知事の思いをお伺いいたします。

子供を産む世代の女性○知事（河野俊嗣君）

の人口減少や、未婚化・晩婚化の進行、さらに

は新型コロナの影響などを受けまして、本県に

おける令和４年の出生数は過去最少となるな

ど、少子化が加速している状況に強い危機感を

持っております。

このため県では、人口減少・少子化対策を県

政の最重要課題の一つに位置づけ、今回の肉付

け予算におきましては、未来を創る３つの挑戦

のうちの１つとして「子ども・若者の未来応

援」を掲げ、出産や子育て支援に係る事業を提

案したところであります。

特に、都道府県としては全国初となります、

おむつの定額利用料の支援をはじめ、病児保育

の無償化など、これまでより、さらに踏み込ん

だ新たな事業に取り組むこととしており、本県

の強みであります子育て環境のさらなる充実に

つながるものと考えております。

また、日本一生み育てやすい宮崎づくりに向

けまして、庁内プロジェクトチームを立ち上げ

ておりまして、引き続き、市町村や企業、関係

団体等と連携を図りながら、少子化対策にしっ

かりと取り組んでまいります。

今回の補正では、子育てに関○安田厚生議員

する力強い政策だと感じたところであります。

ありがとうございます。

保育事業についてお伺いいたします。

保育士等の産休を含む人手不足により、保育

園の一時預かり事業での受入れができないケー

スが起きています。ファミリー・サポート・セ

ンター事業は、育児について助け合う組織であ

りますが、長時間になると多額になり、預けら

れないなどの問題があるようです。

子供を２子、３子と安心して生み育てること

ができる、子育て家庭を対象とした保育の拡充

が必要であり、その一つとして、保育所等の一

時預かり事業を拡大すべきだと考えています

が、今後の取組を福祉保健部長にお伺いいたし

ます。

家庭において○福祉保健部長（川北正文君）

保育を受けることが一時的に困難となった乳幼

児を預かる一時預かり事業は、未就園児の成長

や、育児疲れによる保護者の負担軽減にもつな
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がるなど、重要な取組であると考えておりま

す。

県内では、未就園児を一時的に預かる事業

を14の市町で実施する一方で、公的支援を受け

ずに、自主的にサービスを提供している保育所

等もあると伺っております。

また、国においては、就労要件を問わず、時

間単位で柔軟に保育所等を利用できる新たな制

度など、全ての子育て家庭を対象とした取組が

検討されております。

こうした国の動きを注視するとともに、実施

主体となる市町村と連携を図りながら、地域の

実情に合わせた取組を進めてまいります。

子供を安心して生み育てやす○安田厚生議員

い環境づくりにも取り組んでいただきたいと思

います。

政府が決定した「こども未来戦略方針」で

は、全ての子育て家庭への支援を強化するた

め、現行の幼児教育・保育給付に加え、就労要

件を問わず、時間単位で柔軟に利用できる新た

な通園給付の創設を検討するとありますが、安

心して子育てができ、預けられる保育を拡充す

ることが少子化対策であると思います。

当面は、未就園児のモデル事業の拡充を行い

つつ基盤整備を進め、あわせて病児保育の充実

を図るとありますが、病児・病後児保育施設の

設置について進めていくべきではないかと考え

ます。福祉保健部長に見解をお伺いいたしま

す。

病気になった○福祉保健部長（川北正文君）

子供を一時的に保育する病児・病後児保育施設

は、子育て世帯を支える大変重要な施設である

と考えております。

このため県では、実施主体となる市町村に対

して、施設整備や運営に係る経費を支援するな

ど設置を推進してきたほか、利用料の助成な

ど、さらなる利用促進を図るための関連予算を

今議会にお願いしているところであります。

一方で、利用者の見込みが立てにくい、ある

いは保育士や看護師の確保が困難であることな

どから、施設の新設が難しい地域もあります。

県としましては、引き続き、市町村と連携し

ながら施設の設置を進めるなど、子育てしやす

い環境整備を進めてまいります。

この新設が大変難しい地域も○安田厚生議員

ございますので、寄り添った支援をお願いした

いと思います。今回の補正で病児保育の無償化

が提案されていますが、子育てについて地域格

差があってはならないと思いますので、対策を

お願いいたします。

毎年、６月議会では、教職員の働き方改革と

いうことで質問させていただいております。

全日本教職員組合が実施したアンケート調査

によると、校内での時間外勤務と持ち帰りを含

めた時間外勤務の合計は、全職種の平均で86時

間24分と、過労死ラインを超えているようでご

ざいます。特に校内での時間外勤務の時間

は、10年前の調査と比べて、２時間ぐらい増え

ているという結果が出ております。

昨年の質問では、月当たり45時間を超える教

諭の割合について質問させていただきました。

小学校については20.8％、中学校55.3％、高等

学校53.2％、特別支援学校16.3％という結果に

なりました。

学校における働き方改革について、教職員に

対する県独自のアンケートなどを実施する必要

があると考えますが、今後の取組について、教

育長にお伺いいたします。

これまで学校にお○教育長（黒木淳一郎君）

ける働き方改革の推進につきましては、全ての
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教職員の時間外業務時間やその主な業務内容、

さらには忙しいと感じている割合を把握すると

ともに、時間管理や健康管理、ワーク・ライフ

・バランスの取れた生活への意識などについて

調査してまいりました。

また、全ての学校に対して、業務の見直しや

部活動の休養日の設定など、改革に対する取組

状況も確認しております。

今後は、教職員の声をより具体的に把握する

ために、各種調査の方法や内容を見直したり、

管理職が行うヒアリングを充実させるなど、こ

れまで以上に教職員の実態や意識に寄り添った

働き方改革を推進してまいります。

ぜひ働き方改革を進めてほし○安田厚生議員

いと思います。

ここで紹介させていただきます。熊本市の教

育委員会が実施した、部活動についてのアン

ケート調査でございます。

部活動の地域移行を前提に調査したものでご

ざいますが、その結果、約77％の教職員が「報

酬をいただいても部活動の指導はしたくない」

というような結果も出ております。また、その

反面、「部活動を指導したい」という教師も20

％いらっしゃいます。そういうことも考えて、

アンケート等を実施していただければと思って

おります。

以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

次は、西村賢議員。○日高博之副議長

〔登壇〕（拍手） 日向市選出○西村 賢議員

の西村賢です。傍聴の皆様方、またインター

ネットで視聴されている皆様方、本日はありが

とうございます。

まず、知事の子育て政策の考え方について質

問いたします。

先日、兵庫県明石市長を引退した泉房穂氏の

著書を読みました。泉市長、また明石市は、子

育てに特化した「こどもまんなか政策」で知ら

れ、市の魅力が増して人口増に向かうなど、明

石市の子育て政策は全国で有名になりました。

この本には、明石市の子育て政策は既存の予算

の組替えで捻出したことや、国とも散々やり

合ったことが紹介されていました。

政府も昨日、少子化対策に向けて具体的な策

を示し、児童手当の所得制限を撤廃、対象を高

校生まで拡大することなど、経済支援策が盛り

込まれました。これも、先んじて昨年の12月、

明石市が「児童手当を18歳まで拡大、所得制限

なし」を打ち出し、同様に、年明けには、東京

都をはじめ、様々な自治体が全国で増えたこと

が国の方針決定にも大きな影響を与え、国を動

かしたのではないかと思います。

いたずらに国とけんかすることがいいとは思

いませんが、地域のため、市民のためにけんか

してくれることは、住民にとっては心強いこと

だと思います。

私の中では、泉市長に「戦う政治家」のイ

メージを持っておりますが、泉市長の政治姿勢

について、知事の所感があれば教えてくださ

い。

続いて、昨日、閣議決定されました「こども

未来戦略方針」では、人口減少・少子化対策の

充実に向けた施策が示されました。少子化対策

は喫緊の課題ですが、この数年を逃すと、大き

く人口減少が進んでしまうとの見解も聞かれま

す。

一方、地方自治体においては、税収が高い自

治体、ふるさと納税で成功している自治体は、

まず子育て政策の充実に力を入れるように感じ

ます。
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出産や就学支援、給食費の無償化、18歳まで

の医療費無料など、自治体間でも子育て支援に

大きな差が広がっています。

本来であれば、子供は国内どこで生まれて

も、ひとしく支援が受けられるべきであると考

えますが、財源があるところだけ支援が受けら

れるのはおかしい話であり、このままでは子育

てサービスの地域差が生じ、また自治体間の競

争が激化するおそれもあります。

せめて本県では、県内どこで生まれても、同

じ子育て支援が受けられるべきと考えますが、

知事の考えはどうか伺います。

関連して、総務部長に伺います。

今挙げたふるさと納税制度は、自治体に対し

て直接的な寄附金収入だけではなく、返礼品の

地場産品や観光・レジャー関連に至るまで、そ

の市町村に大きな経済効果を生み出します。

制度開始から15年が経過し、この間、前向き

に取り組んだ自治体とそうでなかった自治体と

の間に、寄附額の収入の差が広がると同時に、

住民サービスの差が顕著となってきています。

具体的な自治体名は控えますが、県内でも住

民１人当たりのふるさと納税寄附額は、巨額に

寄附を集めた自治体と、そうでない自治体とで

は100倍以上の差があります。

ふるさと納税制度は自治体の努力ありきの制

度ですから、ある程度、自治体差は許容しなけ

ればなりませんが、そういう意味では、市町村

のやる気で大きく変わってきます。

しかしながら、市町村によっては、ふるさと

納税の取組を強化したくても、マンパワーの関

係でできない自治体もあるでしょう。その差は

既に看過できない状況となっています。

市町村のふるさと納税制度の取組に対して、

県が支援を行う考えがあるのか、総務部長に伺

います。

以下、質問者席で質問を続けます。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、前明石市長、泉房穂氏の政治姿勢につ

いてであります。

泉氏は、平成23年の市長就任後、３期12年に

わたり明石市政を牽引されました。子供医療費

や中学校の給食費などの５つの無料化といった

独自の子育て施策のほか、全国に先駆けた施策

を次々と実行された一方で、これはあくまで事

実としてでありますが、職員へのパワハラ発言

や、市議をはじめ周囲とのあつれきなどが度々

報じられてきたところでもあります。

泉氏の政治姿勢については様々な評価がある

ものと思いますが、いずれにいたしましても、

最後まで強い信念を貫き、市長として、その職

責を果たされたものと受け止めているところで

あります。

私は、政治とは、情熱、そして決断と責任で

あると考えておるところであります。私も、こ

の愛する宮崎をよくしたいという思いは、誰に

も劣らないものと確信をしております。

その上で、私自身は、対話と協働の基本姿勢

の下で、例えば口蹄疫や度重なる自然災害、国

スポ・障スポ関連施設の分散整備など、重要課

題の対応に当たりましても、県民の皆さんはも

ちろん、県議会や市町村、関係団体の皆様への

丁寧な説明、対話を重ねて、合意形成を図りな

がら県政を推進してまいりました。

また、国に対しても、昨年の台風第14号災害

における激甚災害の早期指定や権限代行、さら

にはＧ７農業大臣会合の本県開催を強く要請

し、実現に結びつけてまいりました。
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このような中、時に意見や利害が対立するよ

うな局面におきましても、県民の思いをしっか

りと受け止めた上で、本県にとって最善の策と

は何なのか大局的に判断した上で、主張すべき

は主張し、時間をかけて粘り強く議論を重ね、

着地点を見いだし、決断してきたところであり

まして、今後とも、そのような姿勢の下で、県

民に寄り添った県政運営に努めてまいります。

次に、子育て支援であります。

少子化や人口減少という我が国が直面をする

極めて大きな課題に対して、出産や子育て支援

の充実を図ることは大変重要であります。

一方で、地方自治体の財政力によって地域間

格差が生じることは、望ましくないと考えてお

ります。

このため、財政負担の大きい包括的な仕組み

づくり等につきましては、国において全国一律

での実施を図るよう、全国知事会や「みやざき

の提案・要望」活動等を通じて、国に強く要望

しているところであります。

なお、県内の取組といたしましては、今議会

にお願いをしております妊産婦健診通院支援事

業において、既に一部の市町村で実施していた

取組を、今回新たに県内全域を対象に支援する

こととしております。

引き続き、市町村の声にも耳を傾けながら、

安心して出産し、子育てできる環境づくりを進

めてまいります。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えい○総務部長（渡辺善敬君）

たします。ふるさと納税についてであります。

ふるさと納税による各自治体への寄附金は、

移住や子育て支援、教育や福祉に関する取組な

ど、地域の様々な課題解決のための財源として

使われております。

また、返礼品として地場産品を提供すること

で、新たな地域資源の発掘や地域経済の活性化

につながっている面もあると考えております。

市町村の取組に対する県の支援につきまして

は、毎年行われる国への指定申出の手続の中

で、返礼品等に関する基準への適合性を確認す

るほか、市町村から個別に相談を受けた際に、

助言等を行っております。

県としましては、引き続き、ルールを遵守し

た適切な運用の下で、地域の発展に資する成果

が得られるよう、市町村の創意工夫を凝らした

取組を支援してまいります。以上であります。

〔降壇〕

次に、食料安全保障について○西村 賢議員

伺います。

４月にシーガイアで開催されたＧ７宮崎農業

大臣会合では、食料安全保障への関心が高まる

中、持続可能な農業の実現に向けた「宮崎アク

ション」と呼ばれる行動計画が採択され、農業

分野に幅広いイノベーションを取り入れること

や、温室効果ガスの削減に向けた農業政策を強

化することなども確認されました。

宮崎市での開催に当たり、御協力いただいた

関係各位の御尽力に感謝申し上げます。また、

参加者にとって、記憶に残る宮崎でのおもてな

しもあったのではないかと思います。

まずは河野知事に、宮崎農業大臣会合及び話

題となった食料安全保障に関しての所感を伺い

ます。

Ｇ７宮崎農業大臣会合○知事（河野俊嗣君）

を無事に終了することができ、おもてなしや機

運醸成などで開催地としての役割を果たすこと

ができたことに加えまして、豊かな食や農をは

じめ、歴史、自然、伝統文化といった本県の魅

力を国内外に向けて発信することができたもの

と考えております。
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本会合では、食料安全保障をテーマに議論が

なされ、農業の生産性向上と持続可能性の両立

を目指す行動宣言「宮崎アクション」が採択さ

れたところであります。

安定的な食料供給が世界的に大きな課題とな

る中、食料安全保障の強化に向けて、「宮崎」

の名を冠した行動宣言が採択されたことは、大

変意義深いものと受け止めているところであり

ますし、今週、野村農林水産大臣がインド・ハ

イデラバードで開催をされますＧ20に出席され

て、農業の生産性向上と持続可能性を両立する

ことの重要性を主張される、そのことが昨日発

表されたところでありまして、宮崎の大臣会合

がそのように世界に向けたメッセージにもつな

がっているということを大変誇らしく思ってい

るところであります。

本県の農業産出額は全国第４位でありまし

て、その役割はますます大きくなるものと考え

ております。

このため、本会合の開催を契機としまして、

開催地となった本県が率先して、農業のさらな

る生産力の強化と持続可能な農業の実現に向け

て取り組み、本会合の成果を未来にしっかりと

継承してまいります。

この１年、ロシアのウクライ○西村 賢議員

ナ侵攻の影響もあり、食料安全保障に関心が集

まっております。食料自給率が改めて考え直さ

れている現在、農水省発表の2022年農業構造動

態調査によれば、農業経営体数は2021年から5.4

％減の97万5,000となり、その数は17年間で半減

しています。

現在、日本全国で主力作物となっている米

は、価格下落と肥料価格高騰で経営を圧迫し、

同様に、ほかの多くの農作物や畜産経営にも、

肥料や飼料、資材の物価高騰が大きく影響を与

えています。

このような日本農業を取り巻く状況の中で、

農業経営の効率化は重要ではありますが、食料

安全保障の観点からも、将来の食料危機や有事

に備えて自給率を上げていかねばなりません。

食料安全保障を考えると、多少安くても有事

になる前から作物を多く作る、または作れる環

境を整えておくことが重要だと思います。ひい

てはそれが自給率の向上につながると思います

が、現実的に高齢化の進む農村部では、一部の

熱心な若い農業者への農地集約が大規模に進行

しています。

使わない田をＷＣＳに変えるのにも制限があ

りますから、使われないと次々と放棄地になっ

てしまいます。食料安全保障の観点から、本県

の水田営農についてどのように考えているの

か、農政水産部長に伺います。

国際的な食料○農政水産部長（久保昌広君）

安全保障のリスクが高まる中、米をはじめとし

た食料や畜産飼料の安定供給を支える水田営農

の役割は、ますます重要になると考えておりま

す。

このため県では、農地の集約化や区画拡大に

よる生産性向上を進めるとともに、水田営農を

担う多様な担い手を確保するため、大規模経営

体の育成や、集落営農組織の再編・強化などに

取り組んでおります。

また、畜産飼料の自給率向上を促進するた

め、飼料用米の生産拡大や、ＷＣＳ用稲・稲わ

らの安定供給など、耕畜連携の取組をさらに強

化しているところです。引き続き、宮崎の強み

を生かした取組を加速化させ、持続可能な水田

営農の確立を進めてまいります。

続けて、フードロス対策につ○西村 賢議員

いて伺います。
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食品ロス法が施行され、県もテレビＣＭや飲

食店などにフードロス削減を呼びかけるなど、

国内でもフードロスに対する考えが広がってい

るように感じます。さらに、このフードロス削

減の動きを「もったいない」という観点から広

げていかなくてはなりません。

既に食品の物価高騰で食料の確保に苦慮する

生活困窮者は、この宮崎県内でも多くいます。

余った食材をいかに有効活用し、生活困窮者支

援などへつなげていくかという課題もありま

す。まずは、フードロス削減の取組について、

環境森林部長に伺います。

県では、令和○環境森林部長（殿所大明君）

３年度から「宮崎県食品ロス削減推進計画」ス

タートアップ事業に取り組んでいます。

この事業では、テレビＣＭやＳＮＳを活用し

た広報、食べきり宣言フェスタ等のイベントに

より、県民意識の向上を図るとともに、フェス

タ会場でフードドライブを実施し、集まった食

品をフードバンクに提供したところでありま

す。

また、食品販売店や飲食店など、314の店舗が

「食べきり協力店」として登録されており、賞

味期限間近な食品の値引き販売などに取り組ん

でいただいております。

県としましては、引き続き、４Ｒ推進協議会

や市町村等と連携して、フードロス削減対策に

取り組んでまいります。

食材を有効活用し、食支援を○西村 賢議員

中心とした子供の居場所づくりなど、生活困窮

世帯への支援や子供の貧困対策につなげるため

の県の取組状況について、福祉保健部長に伺い

ます。

県では、コロ○福祉保健部長（川北正文君）

ナ禍の長期化等の影響を受けている生活困窮世

帯を支援するため、子ども食堂やフードバンク

など、子供の居場所づくりに関する事業に取り

組む民間団体等に対し、活動経費を支援する事

業に本年度から取り組んでおります。

また、企業等から食材の寄附に関する申出

や、庁内関係課から備蓄食材の利用について照

会があった場合、これらの団体等に案内し、有

効に活用していただいているところです。

今後とも、企業や関係団体と連携し、食材等

の有効活用を図り、子供の貧困対策につなげて

まいります。

ぜひお願いしたいと思いま○西村 賢議員

す。

次に、日向・入郷の第１次産業について質問

をいたします。

まずは、ヘベスについて質問をいたします。

平成28年６月議会で私が質問を行いました。

その際、ヘベスの生産量が最盛期の206トンか

ら103トンへと半減しており、またライバルであ

るスダチやカボスの生産量6,000トンと比べても

はるかに少ないことから、競争力の強化、生産

量の拡大のために、それまで日向農協管内でし

か作られなかったヘベスを県下全域に広げてい

くべきではないかという質問をいたしました。

その後、農家や農協、日向市や県の連携で、

県下全域で作付が始まりました。あれから７年

たちました。ヘベスは作付から６～７年で出荷

できるようになると聞いておりますが、今ヘベ

スの生産量はどうなっているのか、今後の見込

みも含めて伺います。また、ライバルであるス

ダチやカボスの現在の状況も教えてください。

令和４年産の○農政水産部長（久保昌広君）

本県のヘベス生産量は128トンであり、県全域で

生産が可能となった平成28年産から34トン増加

し、着実に産地が拡大しているところです。
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また、御質問のスダチ、カボスの状況です

が、スダチは3,846トン、カボスは5,967トン

と、依然として大きな差がある状況です。

県としましては、さらなる生産拡大を図るた

め、機械化に対応した園地づくりへの支援や、

出荷基準の遵守による果実品質の向上などを進

めており、令和12年度には生産量660トンを目指

しているところです。

今後とも、生産者やＪＡグループと連携しな

がら、このような取組を着実に進め、産地拡大

を図ってまいります。

ありがとうございます。まだ○西村 賢議員

まだカボス、スダチとも大きな差があります。

ヘベスを本県のブランド品として、県全体で盛

り上げていただきたいと思いますが、ヘベスの

消費拡大に向けた県の取組を再度、農政水産部

長に伺います。

ヘベスの消費○農政水産部長（久保昌広君）

拡大については、宮崎にゆかりのある飲食店で

のフェア等に取り組み、利用した事業者等から

高評価をいただいております。

しかしながら、首都圏などの消費者を対象と

した県の調査では、ヘベスの認知度は約７％と

低い状況にあることから、より多くの方に、果

汁が多い、皮が薄いなどのヘベスの魅力を知っ

てもらう取組が重要であると考えております。

このため、今議会でお願いしております、み

やざき農畜水産物の架け橋構築事業において、

ヘベスの出荷最盛期に県内外でフェアを開催す

るなど、認知度向上に取り組むこととしており

ます。

また、飲料や菓子などの加工品の開発に向け

て、県内外の事業者に積極的に提案を行うな

ど、さらなる消費拡大に向けて取り組んでまい

ります。

認知度７％というのは、非常○西村 賢議員

に残念な現状であります。しっかりとこれが多

くの人に認知していただけるような取組をぜひ

今後ともお願いしたいと思います。

次に、ちりめんについて伺います。

日向市のちりめんは、非常に高品質で、都市

部のデパートや高級料理店の需要もあり、人気

な食材であります。

しかし、近年、県内のちりめんの水揚げが大

きく減り、今年は特に厳しい状況となっており

ます。イワシシラスの漁獲量（１月～４月）

は、全県で、３年前852トン、昨年211トン、今

年は178トンと、年々厳しさが増しています。

水温の影響もあると聞いておりますが、燃油

高騰もあり、漁獲量が少なければ大赤字になる

ので、漁師にとっても厳しい状況が続いていま

す。他県でも同様の不漁に頭を抱えているとい

うことでありますが、この不漁に対して県はど

のような見解を持っているのか、また支援を検

討できないのか、農政水産部長に伺います。

国の資源評価○農政水産部長（久保昌広君）

によると、ちりめんの主な原料となるカタクチ

イワシの資源量は、近年、非常に低い水準にあ

るとされており、本県においても漁獲量が低迷

していることから、漁業者のみならず、加工業

者などにも影響が広がっていると認識しており

ます。

このため、昨年度より、カタクチイワシ稚魚

の本県独自の資源評価を開始しました。

また、不漁時においては、漁獲共済や制度資

金などを活用いただいておりますが、燃油高騰

等の影響もあり、漁業者からは、経営が厳しい

との話を伺っております。

このため、今議会でお願いしております補正

予算において、漁業経営セーフティーネット対
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策資金の積立金の一部を支援することとしてお

ります。

非常に厳しい状況が続いてお○西村 賢議員

ります。たまたま昨日見たニュースで、広島で

したが、ちりめんが非常に豊漁だというニュー

スも見ました。これが数か月続くか分かりませ

んけれども、そういった水産資源の状況も把握

しながら、ぜひ支援を続けていただきたいと

思っております。

次に、日向・入郷地域の名産であるシイタケ

について伺います。

我々は、ずっとシイタケのことを「ナバ」と

呼んできました。私は、令和元年６月議会で輸

入菌床の質問をいたしました。海外で駒打ちさ

れた菌床が日本に輸入され、それで取れたシイ

タケが国内産になるというのはおかしいのでは

ないかという訴えでありましたが、こちらは昨

年10月より制度が変わり、植菌地表示となりま

して、少しほっとしているところであります。

関係各位の御尽力に感謝を申し上げます。

しかしながら、今年は昨年の台風第14号の被

害が大きく、今年の植菌を諦めたというところ

も出てきているとのことです。

長年、シイタケ栽培は、中山間地の貴重な収

入源とされてきましたけれども、生産農家や生

産量の減少に加えて、今年は特に厳しい状況に

あるのではないかと思います。何かしらシイタ

ケ業界が元気になる方策はないのか。どんな料

理にも使うことができるシイタケについて、県

のこれまでの取組と、新たな支援策がないもの

か、環境森林部長に伺います。

本県は国内有○環境森林部長（殿所大明君）

数の乾シイタケの生産地でありますが、生産者

の減少・高齢化や価格の下落、消費低迷などに

より、経営環境は大変厳しい状況にあります。

このため県では、シイタケ乾燥機や散水施設

など、生産施設の整備を支援するとともに、県

内外でのプロモーション活動を実施し、新たな

販路の開拓やさらなる消費の拡大に取り組んで

いるところであります。

また、担い手対策につきましては、技術習得

を目的とした研修の実施や、新規就業者に対す

る給付金の支給などに加えまして、今年度から

新たに、都市部からの人材確保を目指し、お試

し就業に取り組むこととしております。

今後とも、市町村や関係団体と連携して、乾

シイタケの振興にしっかりと取り組んでまいり

ます。

このシイタケも非常に厳しい○西村 賢議員

状況になっておりますので、ぜひ支援をお願い

したいと思います。

先ほどから質問したヘベス、またちりめん、

シイタケ、これらは一つ一つが重要な産物であ

ります。また、これ以外にもたくさんの地域の

産物がありますが、しっかりと県にサポートし

ていただかなければ、どんどん作るのをやめて

しまう、取るのをやめてしまうという状況もあ

りますので、ぜひしっかりと支援を続けていた

だきますようにお願いしたいと思います。

続けて、成長分野の取り込みについて質問い

たします。

2022年11月30日、アメリカ・オープンＡＩ社

がチャットＧＰＴを公開して以来、たった半年

の間で、瞬く間にＩＴ界はチャットＧＰＴなど

のいわゆる生成ＡＩがメインテーマとなり、新

聞でこの生成ＡＩの記事を見ない日がないとい

う状況になっています。

このチャットＧＰＴは突然出てきたわけでは

なく、国内外で数十年も前から研究されていた

ＩＴ技術の進化の過程の一つであります。
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国内でも、多くの企業や自治体がこのチャッ

トＧＰＴをはじめとした生成ＡＩの活用を発表

していますが、本県も、この生成ＡＩを活用す

ることによって職員の業務負担を減らし、労働

時間、残業時間を短縮できるのではないか。県

職員の働き方改革の大きな道具になれるのでは

ないかと期待をしています。

私は、これまでの議会質問においても、本県

のデジタル担当職員のＩＴリテラシーは非常に

頼もしい印象を持っていますが、このチャット

ＧＰＴの業務への活用に向けた県の検討状況に

ついて、総務部長に伺います。

チャットＧＰＴな○総務部長（渡辺善敬君）

どの生成ＡＩの活用に当たりましては、業務の

効率化や行政サービスの向上に役立つ可能性が

ある一方で、入力時における機密情報の漏えい

や個人情報の不適正な利用、さらには生成物に

おける正確性や著作権の侵害などのリスクが指

摘されております。

県では現在、これらのリスクを踏まえた上

で、活用の効果や課題を明らかにするため、庁

内の一部の所属において試験的に利用し、活用

に向けた検討を進めております。

今後、その検討結果や国における議論を踏ま

え、庁内利用に当たってのガイドラインを作成

するなど、生成ＡＩの適切な活用による業務の

効率化を推進してまいります。

次に、本県のＪ－クレジット○西村 賢議員

の現状について伺います。

Ｊ－クレジット制度は、政府が運用するカー

ボンクレジット制度であり、温室効果ガス排出

削減量及び吸収量をクレジットとして政府が認

証します。認証されたクレジットは売買等で移

転され、購入した側は自らの排出量を相殺でき

る取組であり、販売した側は販売収入をさらに

排出削減や吸収の活動に充てられ、日本全体と

して温暖化対策を進めていく考え方でありま

す。

森林による炭素吸入効果に価格がついて、取

引されるということは、林業界にとっても新た

な収入の機会であり、林業県である本県にとっ

ても、うまく活用していかねばなりません。

Ｊ－クレジット制度は、昨年８月に大きく見

直され、認証対象期間の延長や主伐・再造林に

係る排出量・吸収量の算定方法の見直しによる

森林クレジットの創出拡大がなされ、この秋に

は、東証やＳＢＩホールディングスが排出量取

引所の開設を行うなど、今後の取引拡大が期待

されます。

温暖化対策で世界の先進国はＣＯ 削減を急い２

でおり、今後はその重要性が国内外で増してく

ると考えられます。まずは、本県のＪ－クレ

ジットの現状と県内の参加企業・団体の数を伺

います。

森林由来のＪ○環境森林部長（殿所大明君）

－クレジットにつきましては、県内では、県や

諸塚村に加え、森林を所有する民間企業２社の

計４者が、プロジェクトの登録認証を受けてお

ります。

そのうち県は、門川県有林において1,175トン

のクレジット認証を受け、これまでに222トンの

販売及び譲渡を行っており、その収益約170万円

は、県有林の間伐などの財源として活用してお

ります。

また、昨年８月の制度改正により新設された

造林未済地の解消を目的としたプロジェクトに

ついて、全国で初めて諸塚村と森林組合が共同

で登録するなど、県内におけるＪ－クレジット

の取組は、徐々に進みつつあるものと考えてお

ります。
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ＣＯ 排出量取引を積極的に進○西村 賢議員 ２

めるＥＵの政策を見ますと、2026年から本格的

にＣＯ 排出量の大きな企業製品には国境炭素税２

という貿易関税を課すことが決定され、世界中

でカーボンプライシングの動きが広がっていま

す。将来的に取引価格の上昇が見込まれ、それ

に伴い、本県の山林の持つＣＯ 吸収クレジット２

も価値を増大するのではないかと予測していま

す。

現在、県の取引価格は１トン当たり１万1,000

円と聞いていますが、この価格設定について、

またＪ－クレジット市場の将来予測も含めた、

本県の森林由来のＪ－クレジットの今後の取組

について、環境森林部長に伺います。

門川県有林の○環境森林部長（殿所大明君）

クレジット取引価格については、現地調査など

のクレジット認証取得経費や販売経費、今後の

保育に係る経費等を基に設定しており、１トン

当たりの取引価格は１万1,000円としておりま

す。

森林由来のＪ－クレジットにつきましては、

近年、プロジェクトの新規登録が増加傾向にあ

り、クレジット供給量の拡大が見込まれるとと

もに、企業による環境保全意識の高まりから、

クレジット取引の拡大が期待されます。

県としましては、クレジット収入が森林整備

の一層の推進につながることから、県内外の事

例も参考にしながら、森林由来のＪ－クレジッ

トの普及と取引の拡大に取り組んでまいりま

す。

次に、フィルムコミッション○西村 賢議員

について伺います。

観光復活のため、映画やドラマのロケ地を誘

致するフィルムコミッションは、全国でおよ

そ300もの団体が立ち上がっており、コロナ前は

全国で誘致合戦が盛り上がっていた記憶もあり

ます。

映画やドラマのロケ地を巡る聖地巡礼は、国

内外から多くの観光客を呼び寄せ、また、一度

フィルムコミッションで成功すると、ほかの制

作会社からもロケ地としてのオファーがあり、

現にフィルムコミッション先進地の北九州市で

は、多くの映画が撮影され、ドラマ撮影の影響

で、海外から聖地巡礼に訪れる方もいるとのこ

とです。

宮崎県のフィルムコミッションはどうなの

か。現在は、ほぼ外部の団体に丸投げの状態で

ありますが、予算も少なく、問合せを受けるこ

とはできても、こちらから積極的に営業をかけ

るような動きは見られておりません。ほかの地

域では、首長自らトップセールスを行っている

とも聞きますが、本県のフィルムコミッション

への考え方を商工観光労働部長に伺います。

映画や○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

テレビドラマ、ＣＭなどのロケを本県で行って

いただき、その映像が国内外に発信されること

は、本県の認知度向上や観光誘客に有効である

と考えております。

このため本県では、官民共同で構成する宮崎

フィルム・コミッションにおいて、ロケ候補地

の問合せへの対応や、撮影のアテンド、エキス

トラの募集など、ロケを円滑に行うための支援

を行っております。

ロケを誘致するには、制作者に本県の魅力を

広く知っていただくことが大変重要であります

ので、県といたしましては、今後とも、豊かな

食や自然景観、神話ゆかりの地であるなど、本

県ならではの様々な情報を積極的に提供するな

どして取組を進めてまいります。

次に、本県のインバウンド対○西村 賢議員
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策について伺います。

コロナの入国制限が緩和され、報道等でも外

国人観光客がコロナ以前に戻ってきたと聞くこ

とも増えました。私自身、最近、東京や福岡に

行った際にも、多くの外国人観光客を見かけた

ところです。

今回、外国人を受け入れるまちづくりについ

て伺いたいのですが、私が以前、外国人から宮

崎に行きたいと相談を受けた際に、ゴルフや釣

りなどのレジャー施設、また「ここに泊まりた

い」と言われた宿も、「外国人はお断り」と断

られた経緯があります。

理由は、外国語が分からないので対応ができ

ないということでしたが、今ではアプリや翻訳

機もあり、直接の原因ではないと思います。ほ

かの客が嫌がるからとか、ただただ面倒なだけ

かもしれません。その現実を目の当たりにし

て、インバウンド客を迎えるためには、おもて

なしの熱意が必要でもありますし、県民の理解

も広がらなければ難しいと思いました。

インバウンドで成功している地域には、アク

セスがよくない地域も少なくないのですが、そ

れぞれに特徴のあるおもてなしのまちづくりを

しています。

県の観光誘致施策では、国外からインフルエ

ンサーを招待したり、関係部局トップが海外に

セールスで出向いたり、あるいはホテルや空

港、駅などに置く外国語の観光パンフレットを

作成したりと、毎年似たような施策を繰り返し

ていますが、効果があまり見えないのは、こう

いった県民や観光関係従事者の理解がまだ得ら

れていないからかもしれません。

インバウンド客増加に向けて、県内の観光関

連産業、飲食店など、どのように協力してもら

うのか、商工観光労働部長に伺います。

県では○商工観光労働部長（丸山裕太郎君）

これまで、フリーＷｉ－Ｆｉ環境の構築や多言

語コールセンターの運営に取り組むとともに、

観光ボランティアの育成など、インバウンド受

入れ環境の整備を進めてきたところでございま

す。

しかしながら、新型コロナの感染拡大によ

り、外国人観光客の受入れがない期間が長期化

してきた中で、今後の外国人観光客の受入れ拡

大に向けては、議員御指摘のとおり、改めて

オール宮崎でおもてなしの熱意を持って対応し

ていくことが重要であると考えております。

このため、県といたしましては、市町村や関

係機関とも連携し、観光事業者向けの研修等に

取り組み、インバウンド受入れに対する意識の

醸成を図るとともに、小型翻訳機の導入など、

外国人観光客の受入れ拡大に向けた取組への支

援を行ってまいります。

次に、国際路線の再開に向け○西村 賢議員

て伺います。

今、九州各県で動きが見えてきました。最近

では、熊本－台湾便、大分－ソウル便、福岡－

上海便が復活すると報道され、海外との交流再

開が次々と拡大しています。本県では、チャー

ター便は飛び始めましたが、本格再開には至っ

ておりません。

最近では、本県も、日隈副知事が台湾、韓国

の航空会社を、永山副知事が物産・観光分野の

セールスのために香港を訪問したとの報道があ

りました。その際の状況はどうだったのか、そ

れぞれの副知事に伺います。

新型コロナによる水○副知事（日隈俊郎君）

際対策が緩和され、航空需要が回復する中、お

話にありました九州においても、国際定期便の

再開が相次いでいる状況にあります。
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このような中、コロナ前に本県に運航してい

た台北線及びソウル線について、航空会社に対

し継続的に要望を行ってきておりますが、私自

身、昨年11月と本年４月、そして６月に入り先

週、台湾を、５月には韓国をそれぞれ訪問いた

しまして、各航空会社の幹部などに対しまし

て、本県への定期便の早期再開を強く訴え、協

議してきたところであります。

協議において、台北線については、「現時点

で機材とパイロットの確保が困難な状況ではあ

るが、今後検討したい」との回答を、ソウル線

については、「定期便の再開に向けて前向きに

検討したい」と、それぞれ回答を得たところで

あります。

県内におきましても、これまでの国際チャー

ター便の運航により、定期便再開に向けての機

運が高まっておりますので、引き続き、粘り強

く要望や交渉を行いながら、早期実現に向けて

取り組んでまいります。

私のほうは、新型コ○副知事（永山寛理君）

ロナによる行動制限が緩和された本年２月、人

や物の交流の早期の回復を図るため、香港を訪

問してまいりました。

現地では、県産品ＰＲや魅力発信の拠点とな

る海外初の香港ＫＯＮＮＥの開設に立ち会うと

ともに、香港最大の日系百貨店ＳＯＧＯにおき

まして、県産品フェアを視察し、流通関係者の

方々と、県産品の取扱い拡大に向けてしっかり

と確認してまいりました。

また、現地の飲食店経営者や商社、メディア

など、ビジネス関係者をお招きしたレセプショ

ンを開催しまして、副知事の立場から直接輸出

拡大や観光誘客に向けたＰＲを行い、現地キー

マンとのネットワークの強化を図り、このキー

マンの方々が早速宮崎県内各地で買い付けや爆

買いに走り回っていただいたところでございま

す。

県としましては、今回の訪問で得たネット

ワークを最大限に活用し、さらなる海外市場の

開拓や観光誘客に取り組んでまいりたいと考え

ております。

また、私としましても、仮に宮崎から去るこ

とになりましても、今後とも、愛する宮崎県の

海外展開や観光振興を積極的に応援し、アピー

ルしてまいりたいと考えております。

次に、国土強靱化について伺○西村 賢議員

います。

「昨年の台風第14号で、倒木等による電線の

断線が県内で約1,000か所、倒壊した電柱が242

本、停電からの復旧に長いところでは７日を要

しました」と、私は前回、この質問を県土整備

部に伺いました。この停電対策に道路パトロー

ルなどで対応する話もいただきましたけれど

も、やはりそれだけでは十分とも言えません。

昨年の台風被害は県北に被害が集中したの

で、幸い他県からの応援も多かったと聞きまし

たが、次はどうか分かりません。

今、九州管内の自治体では、森林環境譲与税

を活用して、九州電力と事前伐採について契約

締結する自治体が増えており、特に大分県では

進んでいるとのことです。本県での森林環境譲

与税を活用した台風災害の停電の事前対策につ

いて、環境森林部長に県の考えを伺います。

国が示してお○環境森林部長（殿所大明君）

ります森林環境譲与税を活用した市町村の取組

例として、道路等のインフラ施設に隣接する、

倒木のおそれがある木の伐採などの災害対策が

あり、県の事例としましては、日之影町で林道

のり面の危険な木の除去、西都市で人家周辺の

傾いた木の伐採への補助があります。
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台風などによる電線等への被害を未然に防止

するため、電力会社等と連携して支障となる木

を伐採するなどの事前対策に、森林環境譲与税

を活用することも可能であると考えておりま

す。

このため、市町村に対し、担当者会議や個別

相談会など、様々な機会を通じて情報提供を

行ってまいります。

よろしくお願いします。○西村 賢議員

先日、ある砂防ダムを見てきました。多くの

土砂を受け止め、下流域の土砂災害を防ぐ役割

を担っていると、改めて砂防ダムの重要性を感

じたところです。

近年、台風や異常気象で豪雨災害が多発する

ようになり、土砂災害の危険性は高まっていま

す。他県では、流れ込んだ土砂で砂防ダムが損

傷したケースがあるなど、砂防ダムの管理や老

朽化対策も重要でありますが、国土強靱化で災

害対策などの事業が増えている中、本県の砂防

ダムの管理状況について、県土整備部長に伺い

ます。

県では、土砂○県土整備部長（原口耕治君）

をためることで川の流れを緩やかにし、地形の

安定を図る不透過型砂防ダムを1,223基、流木等

の捕捉効果がより高い透過型砂防ダムを52基、

合わせて1,275基の砂防ダムについて、定期点検

を行うとともに、著しく堆積した場合には土砂

を撤去するなど、維持管理を行っております。

このような中、昨年９月の台風第14号の後、

土砂災害が発生した市町村において、砂防ダム

の調査を行った結果、８基で土砂や流木が著し

く堆積していたことから、撤去工事を順次実施

しているところであります。これまでに３基の

工事が完了し、残り５基について鋭意施工中で

あります。

今後とも、砂防ダムの機能が十分発揮できる

よう、適切な維持管理に努めてまいります。

災害から流域の人命・財産を○西村 賢議員

守り、安心して暮らしていける地域づくりの観

点からも、まだまだ新たな砂防ダムの整備も必

要であると考えますが、砂防ダムが必要とされ

ている箇所数と、事業箇所の優先順位の考え方

について、再度、県道整備部長に伺います。

県内には、土○県土整備部長（原口耕治君）

石流の土砂災害危険箇所のうち、人家が５戸以

上または学校や病院など人の集まる公共施設の

ある箇所が1,413か所あります。

これまで521か所の砂防ダム整備に取り組んで

きており、今後、整備が必要な箇所は892か所と

なっております。

県では、災害の状況や地元の要望を踏まえな

がら、土石流の被害想定区域内に、避難場所や

幼稚園、老人福祉施設等の要配慮者利用施設な

どがある箇所から優先して、砂防ダムの整備を

進めております。

今後とも、県民の生命・財産を守るため、予

算確保に努めるとともに、ハード・ソフト一体

となった土砂災害対策の推進にしっかり取り組

んでまいります。

次に、耳川流域の台風被害の○西村 賢議員

河床掘削について伺います。

昨年の台風被害において、耳川流域では大き

な被害がありました。これまで長年かけて、耳

川流域では河川改修や河床掘削を行ってきまし

たが、昨年の台風でも、その効果は当然ありま

したけれども、あれだけ掘ってきた河床も、今

は元以上に積もっているところもあります。

今年は台風が多いと予想する気象予報士もい

らっしゃいますが、今年の本格的な台風シーズ

ンに間に合うように、河床掘削だけでも急ぐ必
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要があると思いますが、今後の計画について、

県土整備部長に伺います。

耳川流域で○県土整備部長（原口耕治君）

は、これまで堤防の整備や宅地かさ上げなどの

河川整備を進めてきており、平成30年度以降、

約24万立方メートルに及ぶ河川掘削を行ってお

ります。

昨年９月の台風に伴う豪雨におきましては、

一定の整備効果が確認されたものの、家屋の浸

水被害等が発生したことから、被災箇所を中心

に、約４万立方メートルの河川の堆積土砂を除

去したところであります。

また、被害の大きかった耳川本川において

は、浸水対策を検討するため、現在、本川全体

の洪水の分析や、地区ごとの被災原因の調査な

どを実施しております。

引き続き、浸水対策の検討を早急に進めると

ともに、被害のあった箇所など、緊急性の高い

ところから順次河川掘削を行い、浸水被害の軽

減に努めてまいります。

次に、教育問題、不登校問題○西村 賢議員

について伺います。

不登校問題の一つの救済機関であるフリース

クールについて、まず伺います。

フリースクールは、何らかの理由で登校でき

ない子供たちが、小学校、中学校、高校の代わ

りに学んだり遊んだりできる場所であります

が、文科省による設置基準も有償料金の設定基

準もなく、全くの民間の任意機関という、子供

の成長を託す場所として一抹の不安を非常に感

じさせる環境とも言えます。

不登校の子供たちを何とかケアしたいという

崇高な意志を持って運営されているところと期

待するわけですが、今、本県に何か所のフリー

スクールがあるのか。また、児童生徒が在籍す

る学校長や教育委員会が認めるフリースクール

では、参加日数を出席日数としてカウントでき

ることとなっていますが、その児童生徒数を教

育長に伺います。

国の調査によりま○教育長（黒木淳一郎君）

すと、令和３年度にフリースクール等民間団体

・施設を利用した不登校児童生徒のうち、学校

において指導要録上の出席扱いとなった人数

は、小・中学校等を合わせて4,009人となってお

ります。ただし、県別、市町村別の人数は、公

表はされておりません。

なお、本県におけるフリースクール等の数

は、今年度、８市町に23の施設があることを把

握しております。

また、出席扱いにつきましては、児童生徒の

個人情報でもあるため、市町村がその公表を慎

重に取り扱っている状況もあり、県教育委員会

といたしましては、今後、市町村との連携を一

層密にし、フリースクール等を直接訪問させて

いただくことを含め、その実態の把握に努めて

まいります。

私は、不登校の生徒とはい○西村 賢議員

え、国が定める義務教育期間中は、教育委員会

の指導の下で、学校が不登校生徒の教育を放棄

してはならないと考えます。それは不登校の生

徒に対して無理な登校を押しつけるということ

ではなく、フリースクールの実態が義務教育期

間の子供たちにとって良好な環境か否かの判断

は行っていただきたいと思います。

そして、万が一、良好ではないと判断される

場合は、適切な指導を、児童生徒、保護者と協

議していくことが重要であります。不登校児童

生徒への指導監督の在り方について、教育長に

伺います。

学校におきまして○教育長（黒木淳一郎君）
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は、全ての児童生徒に対して定期的にアンケー

トや教育相談を行い、実態を把握するととも

に、学校行事などを通して、児童生徒の絆や居

場所を実感させるなど、魅力ある学校づくりに

よる不登校の未然防止に取り組んでおります。

さらに、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーなどの専門スタッフと連携

し、一人一人に応じた支援を行っております。

県教育委員会といたしましては、今年度もフ

リースクール等との協議会を持ち、意見交換を

行い、利用の状況や実態把握に努めるととも

に、その指導の在り方について、市町村教育委

員会とも協議を深めてまいります。

ぜひ不登校で苦しんでいる児○西村 賢議員

童生徒、またその保護者の皆様方に寄り添って

いただくような教育環境をしっかりと取ってい

ただきますように、私からもお願い申し上げま

す。

次に、義務教育時における主権者教育につい

て伺います。

これまでも主権者教育の重要性は訴えてまい

りましたが、今回の統一地方選挙の投票率の低

さは、民主主義の危機であると危機感を抱いて

います。

18歳投票権の付与の直後は、高校においてか

なりの政治教育が行われ、18歳の投票率が高

かった時期もありました。低投票率の責任を教

育機関に押しつけるわけではありませんが、や

はり教育が最も重要であります。

小学校、中学校の義務教育時から政治参加の

意識を子供たちに植え付けることも必要である

と考えますが、教育長の見解を伺います。

義務教育段階から○教育長（黒木淳一郎君）

政治参加への興味や関心を高めさせることは、

大変重要であります。

そのため、小学校６年の社会科では、子育て

しやすい環境づくりについて調べ、まとめるな

どの学習が、また、中学校３年の社会科では、

政権公約を活用した模擬投票を実施するなどの

学習が、それぞれ工夫して行われております。

さらに、総合的な学習の時間等において、地

域課題の改善案を地元自治体と協議するなど、

地域の一員としての意識を高める取組も行われ

ております。

今後とも、児童生徒が一票を投じることの大

切さを自覚し、主体的に社会に参画しようとす

る態度を育む、主権者教育の充実にしっかりと

取り組んでまいります。

主権者教育は本当に大事なこ○西村 賢議員

とだと思います。義務教育、さらには、高校で

のさらなる教育の充実をよろしくお願いいたし

ます。

次に、交通安全対策について伺います。

今、全国的に信号のＬＥＤ化が進み、県内で

も増えてきているように感じます。視認性が高

く、電気代や設備更新の節約などにも効果があ

ると言われていますが、現在、県内の整備率は

どうなっているのか、またＬＥＤ化による効果

について、警察本部長に伺います。

信号灯器につき○警察本部長（山本将之君）

ましては、令和５年３月末現在で、県内２

万6,408灯器中、約67％の１万7,809灯器がＬＥ

Ｄ化されております。

ＬＥＤ化の効果は、電球式と比較し、輝度、

すなわち輝きの度合いが高い上に、朝日や夕日

の影響を受けにくいため、視認性が向上し、交

通事故防止につながると考えております。

また、電球式と比べ、ＬＥＤ式は交換までの

寿命が長く、消費電力も抑えられることから、

経費の縮減にも寄与しており、県警察といたし
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ましては、引き続き信号機のＬＥＤ化を推進し

てまいります。

かなりの電気代や設備更新の○西村 賢議員

節約にもつながると聞きましたので、少しでも

早く整備が進むようにお願いしたいと思いま

す。

次に、横断歩道の一旦停止の周知拡大につい

て伺います。

今、信号のない横断歩道の視認性を上げるた

めに、紅白の横断歩道が見かけられます。まさ

にこの県議会の前にありますが、車両は歩行者

がいた際に一旦停止しないと交通違反となり、

反則金と点数が付されます。具体的には、普通

車の場合、9,000円の反則金と違反点数２点とな

ります。しかし、この横断歩道での一旦停止

に、県民の理解度がどれほど広がっているのか

分かりません。

以前、本県ドライバーの一旦停止違反者の数

が大きな問題となり、かなりの啓発活動や紅白

横断歩道の導入などの対策が取られてきまし

た。しかしながら、まだまだ周知が足りていな

いとも思えます。最近の検挙の状況と周知活動

について、警察本部長に伺います。

信号機のない横○警察本部長（山本将之君）

断歩道の停止率は、県内におきまして、平成30

年が7.9％で、この年、横断歩道での交通事故

が122件発生していたことから、県警察では、こ

の５年間、指導取締りや広報啓発、御指摘のあ

りましたモデル横断歩道のカラー化などの対策

を講じてまいりました。その結果、昨年の停止

率は53.6％に向上し、横断歩道での事故件数

も65件と半減いたしました。

各種対策の中で、お尋ねの横断歩行者妨害違

反の検挙件数は、平成30年は1,330件でありまし

たが、令和２年、2,978件、令和３年、4,437

件、令和４年、2,726件となっております。

今後も、交通安全運動において重点事項とし

て取り組むほか、ＳＮＳによる情報発信や免許

更新時の講習における啓発など、様々な機会を

通じて、横断歩道における歩行者優先ルールの

周知を図ってまいります。

おととしは非常に多くの方が○西村 賢議員

検挙されたようでありますし、また、その対策

が今、少しずつ効果が見えてきているところで

あります。

先ほど、カラー舗装の話、紅白の横断歩道の

話がありましたけれども、この前、全県下の一

覧表を見せていただきました。できれば市町村

に１か所ずつぐらい、全市町村とは言いません

が、まだカラー舗装がない市町村もあるようで

ございます。モデル的にも全市町村に１か所ず

つぐらいはあるといいかなと思いますので、要

望に代えさせていただきます。

以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○日高博之副議長

ました。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時53分散会
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